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・ 日々の系統運用の最適化，送電線保守の実施を決定するための落雷予測  
・ 安全な水力ダム運用のための流出予測  




















地が大きいが，ここ最近  10 ヵ年においても，那須豪雨（ 1998 年），東海豪雨（ 2000
年），福岡豪雨，水俣豪雨（ 2003 年），新潟・福島豪雨，福井豪雨（ 2004 年），そ












ことができる（Nakakita et al. (1996)3），Sugimoto et al. (2001)6)）．  
1 )  レーダーにより逐次的に得られる降水分布から降水の移動パターンを推定し，
外挿に用いる運動学的手法  
2 )  静力学的な流れを表現する方程式系に水・熱収支を考慮した降雨の概念モデ
ルを導入する手法  
3 )  非静力学メソスケール気象モデル（以下，メソ気象モデル）を用いる手法  
このうち，レーダー反射因子の観測値を用いた実用的な手法として，カテゴリー  1) 
と  2) に属する手法が研究の主な対象であった．カテゴリー  3) に属する手法におい
ては，理想的であるが膨大な計算機資源を要することと，モデルの予報変数がレー
ダー反射因子そのものではなかったことがレーダー情報の応用を難しくしていた．  
 以上のカテゴリーの分け方は現在においても有効である．しかし，カテゴリー  1) 
が  1， 2 時間程度先のナウキャスティングに有用であり続けること以外，カテゴリ





































タ同化（ 3-D Var; three-dimensional variational data assimilation）に関する課題を扱う．  
 第３章では，メソ気象モデルである  WRF (Weather Research and Forecasting) モデ
ル（Skamarock et al. (2005)5））に対する変分法同化システム  WRF-Var の３次元同化

































モデルを基礎とした水平風速場の推定手法の１つである  VVP (Volume Velocity 





の存在が指摘されている（Anagnostou et al. (2001)1））が，わが国の気象庁レーダー
網における実態は不明であるし，そもそもそのようなバイアスが推定できるのかと
いう疑問もある．本論文では，熱帯降雨観測（TRMM; Tropical Rainfall Measuring 
Mission）衛星に搭載された降雨レーダー（PR; Precipitation Radar）によるレーダー
反射因子の観測値を基準とした比較を行うことにより，気象庁のノンコヒーレント
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メータをレーダー反射因子値から同定し，外挿に用いる（カテゴリー  2） の
手法）．  
C) メソ気象モデルに対して，ドップラーレーダー観測値をデータ同化し，上述
において指摘したカテゴリー  3) の問題点を軽減させる（図 2-1 における太
線から太点線へ精度を向上させることと対応する）．  
 なお，本論文は第３章以降，一貫して  C) のアプローチに沿って手法を展開する．
以下，A) から C) のアプローチに対して，要約的なレビューを行う．詳細について
は，特にカテゴリー  1)，および  2) に属する手法に対する杉本・下垣  (2000)39) のレ
ビューを参照されたい．  
 
第２節 運動学的手法  
 




相互相関関数を計算する手法（例えば，Austin and Bellon (1974)2））と移流方程式を
用いる手法（例えば，椎葉ら (1984)38））である．  
 相互相関係数を算定する手法において，係数は  30 分～  1 時間程度の時間間隔を
もつ２つのエコーパターン間で位置をずらしながら算定され，その最大値が得られ
る時の変位量をもってエコーパターンの移動速度としている．発生や発達などを全





キャスティングシステムでもっぱら利用されている（例えば， Tuttle and Foote 
(1990)30）の  TREC（Tracking Radar Echoes by Correlations）システム）．  
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が示唆されている（Takasao and Shiiba (1984)28））．  
 気象庁による予報業務において，地形性降水に対する適用性を高めるべく，立平  
(1976)41) は，下層の気温や風の数値予報値を用いて地形性による降水の増加量を算














確率論的（ probabilistic）な降水予測を行う際に  AI 技術が用いられている．例えば，
National Center for Atmospheric Research の Autonowcaster（Mueller et al. (2003)17））
は，ファジィー理論を用いて，運動学的手法， VDRAS（ Variational Doppler Radar 
Assimilation System）による雲解像モデルと 4 次元データ同化を用いたリトリーバル
結果や，予測降水量，気象観測データなどを取り込んで，降水予測やガストフロン
トの予測を行っている．  
 最後に，前述の  A) のアプローチは，イギリス気象庁の試みに始まる． Golding 




では，香港天文台が，わが国のメソ気象モデル  NHM（Non-Hydrostatic Model）によ
る予測値と  TREC による予測値の結合を試み，その際，メソ気象モデルのちょっと
した予測降水域の位置や形状の違いをパターン認識によって客観的に考慮できるか












 国内では，中北の手法が代表的である．Nakakita et al. (1996)19) は，水蒸気量から
水分量への変換効率の度合いを表現する概念的降雨モデル（中北ら  (1990)42））を熱・
水収支の保存式と合わせて用いる手法を展開している．その際，レーダーエコーの








すい．この点に対し，Sugimoto et al. (2001)24) は，拡張カルマンフィルターを用いた
モデルパラメータの更新が有効であることを示唆した．さらに，最近，Nakakita et al. 
(2006)20) は，ドップラーレーダーによる動径速度を４次元変分法に基づいて同化す




した水分量（以下，VIL; Vertical Integrated Liquid water content）の保存式を用いた２
次元モデルを基礎とした手法を展開している．まず，Lee and Georgakakos (1996)14) は，
VIL の保存式と，数値予報値から算出された  CAPE（Convective Available Potential 
Energy）に基づく対流の強さを表現するパラメータの移流方程式を共に用いて  VIL 




 Seo and Smith (1992)22) は，Kessler (1969)13) の基礎方程式系を側面混合のない形





論を用いた  VIL の更新システムとして確率過程的に行われることとなる．Andrew et 
al. (1996)1) は，French and Krajewski (1994)9)  の手法を山岳域に適用する際に，山岳
の影響による鉛直風速の増大を加味し，その効果を論じた．ここで，総観スケール
の平野部の風速は  Zawadzki et al. (1989)36) による水収支解析により算定し，山岳効
果の強さを地上平均風速と山岳の傾斜を用いてパラメータ化している．以上の  
CAPE の利用や山岳効果の考慮は水蒸気の鉛直輸送の重要性を認識したもので，中









観測値の同化であるが，雪や氷といった  ice phase による反射因子値を同化できるよ
うにするまでには更なる試行錯誤が必要である．それは，微物理過程が複雑になる
ほど非線形性が増大するために変分法に必要な微物理モデルのアジョイントコード
の構築が困難を極める（Wu et al. (2000)32））からである．一方，最近導入されるレ
ーダーとして偏波ドップラーレーダーが一般的になってきたが，降水の種類や粒径
分布と関連する偏波パラメータを有効的に同化できる降水モデルとはいかにあるべ






















 ドップラーレーダー観測値のデータ同化は  Sun and Crook による雲解像モデル
（ cloud-resolving model）とその４次元変分法に基づく同化システム  VDRAS の開発
に始まる．まず，Sun and Crook (1997)26) は，VDRAS をシミュレーションデータに






像モデルにおいて用いられている微物理スキームが  Kessler (1969)13) の暖かい雨の
モデルに基づくため，雪や氷などの  ice phase を考慮した雲解像モデルと同化システ
ムに拡張されるべきであることである．しかし，これらの問題に対して，彼女らは
VDRAS を拡張するのではなく，メソ気象モデルに対する同化システムを開発する際
に，これまでの知見を生かすという方向性をとるようである（ Dr. Juanzhen Sun, 
personal communication）．  
 わが国の気象庁は，メソ気象モデルに対する４次元同化システムをルーチン的に
運用している唯一の気象センターである 1．Seko et al. (2004)21) は，その基礎となっ





 4-D Var に並んで主流な手法になりつつあるのがアンサンブルカルマンフィルタ
（ーEnKF，Evensen (1994)8））である．メソ気象の分野では，Snyder and Zhang (2003)23) 
が  Sun and Crook の雲解像モデルに  EnKF を適用したのが最初である．その後，
Tong and Xue (2005)29) が  ARPS（ the Advanced Regional Prediction System）モデルに，
Zhang et al. (2006)37) が  MM5（ the fifth-generation Pennsylvania State University–NCAR 
Mesoscale Model）モデルに対して適用を試み，シミュレーションデータを用いた場
合のメソ気象モデルに対する適用性を示した．シミュレーションデータを用いた際





                                             
1 気象庁の  4-D Var を用いたメソ客観解析において，コスト関数を最小化するために用いるフ
ォワードモデルとアジョイントモデルは 2004 年 9 月まで利用されていた静力学モデルに基づく．
フォワード・アジョイントモデルの空間解像度は，静力学モデル自体の解像度である  10 km よ
りは粗い  20 km である．インクリメント法を採用し，コントロール変数変換を用いた背景誤差
共分散行列に関わる計算の高速化（第３章の第２節参照）を図っている．このような簡単化と工
夫により，比較的広い計算領域に対する  4-D Var の適用に成功している．  
 13
り，更なる発展が期待されている．  
 さて，メソ気象モデルに対する  4-D Var システムを開発する際，雲解像モデルに




et al. (2006a)34））．それは，個々の観測値に対する同化ルーチンは  4-D Var システ
ムにも適用できるため，3-D Var の枠組みで同化ルーチンが適切に機能するかどうか
を確認しながら，同時に  4-D Var システムを開発していく方針による．  
そもそも，上記の  4-D Var や  EnKF は，計算機資源の観点では実行不可能ではな






と  3-D Var システムに基づいたアプローチが必要となってくる．  
 その  3-D Var システムを用いたドップラーレーダー観測値の同化は，MM5，WRF，
ARPS，NHM，および  HIRAM（ the High Resolution Limited Area Model）モデルにお
いて同化ルーチンの開発と適用が試みられている．まず，HIRAM 3-D Var システム
は，動径速度ではなく，VAD（Velocity Azimuth Display）法による水平風プロファイ
ルを同化することができる（Lindskog et al. (2004)16））．他のメソ気象モデルにおい
ては，動径速度の同化が可能であり，風速場の修正効果が降水予測の改善につなが
ることが示唆されている（例えば，Xiao et al. (2005)33））．レーダー反射因子値の同
化については，様々な手法が試みられている．例えば，WRF 3-D Var システムにお
いては，暖かい雨の微物理モデル  WSM3 スキームに対する接線形・アジョイントモ
デルに対する適用が図られている（Xiao et al. (2006b)35））．Sugimoto et al. (2005)25) 
は，より簡単な  Sun and Crook (1997)26)  に用いられているのと同じ微物理モデルを  
WRF 3-D Var システムに導入し，簡単な物理的初期化手法と組み合わせた手法を提
案している．レーダー反射因子値の同化により降水粒子量や気温のリトリーバルの
精度が改善し，動径速度と同時に同化することによって予測降水量の定量性が向上
することを示唆している．ARPS モデルにおいては，Hu et al. (2006)12) が  ARPS 3-D 
Var システムによる動径速度の同化に加え，物理的初期化システム  ADAS（ARPS 
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    データ同化手法，およびシミュレーションデータを 










 この課題のルーツは  1980 年代から行われてきた診断的なリトリーバル問題であ
ろう．運動方程式や熱力学方程式を介した，気圧や温位のリトリーバル（例えば，
Gal-Chen (1978)5），Hane and Scott (1978)6)，Hane et al. (1981)7)，Roux (1985)18)）や，
さらに降水粒子の保存式を介した微物理量（microphysical variables）のリトリーバル




ー反射因子の連続式（Tuttle and Foote (1990)22））を用いる手法や，さらには運動量
保存，および動径速度と風速場との間の関係式を拘束条件として加味した変分法に
基づく手法（Qiu and Xu (1992)16），Laroche and Zawadzki (1994)12)）が挙げられる．  
 1990 年代後半には数値モデルのアジョイントモデル（ adjoint model）を用いた４
次元変分法（ 4-D Var）によるデータ同化が雲解像モデルに対して検討され，その適







 本章では，メソ気象モデルに対する３次元変分法（ 3-D Var）に基づくデータ同化
システムを基礎としたドップラーレーダー観測値のデータ同化手法が展開される．












なスケールの大気場における力学（以下， large-scale forcing と呼ぶ）が重要な役割
を果たすことは，降水のスケール階層構造として知られる．3-D Var は，メソ気象モ
デルよりも簡単化された力学を考慮し， large-scale forcing を修正するべく設計され
たものである．それゆえ，3-D Var は陽に対流スケールでのリトリーバルを行えない
が，計算負荷は４次元同化手法に比べて低く，広い計算領域への適用性が高い．ま
た，3-D Var による  large-scale forcing の修正効果が対流スケールの大気場の修正に
波及すれば，６時間先を越える長いリードタイムで対流性降水の予測を行える可能
性が高まる．これは４次元同化手法に対するアドバンテージとなる．さらに，3-D Var 
用に開発された接線形・アジョイントモデルや観測演算子は，基本的に  4-D Var の
枠組みでもそのまま適用することが可能である．  
 以上の背景から，メソ気象モデルに対する  3-D Var を基礎としたドップラーレー
ダー観測値のデータ同化手法を開発する意義は依然として大いにある．本章の目的
は，メソ気象モデルである  WRF モデルに対する変分法によるデータ同化システム  
WRF-Var の 3-D Var 機能（WRF 3-D Var システム）を基礎とした  Sugimoto et al. 
(2005)20) によるデータ同化手法を展開し，リトリーバルの性能，ならびにデータ同
化がもたらす降水予測への効果を定量的に評価することである．そのために，シミ
ュレーションデータを用いた  Observing System Simulation Experiment (OSSE) と呼
ばれる同化実験を行う．なお，短時間降水予測のリードタイムは，適用する降水シ
ステムのライフサイクルを考慮して６時間先までとする．  
これまでに提案された  3-D Var を基礎としたドップラーレーダー観測値の同化手
法においては，予測降水量と解析雨量との間の比較のみからデータ同化手法の効果
が議論されてきた．これに対し，リトリーバルの性能を評価するのは本論文が初め





第２節 WRF 3-D Var システムの概要  
 
 WRF-Var システムは，メソ気象モデル  WRF モデルに対して開発された変分法に
基づくデータ同化システムである．元々，これは  MM5 3-D Var システムから発展し
たものであり， Barker et al.  (2004)2) に基本的な枠組みが記されている．より詳細な
内容については，Barker et al. (2003)1) を参照されたい．現在，基本的な枠組みは全
て  WRF モデルに対応したものに変更され，４次元変分法を適用できる状況にある．
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MM5 3-D Var から  WRF-Var へアップデートする際に進展したことについては，
Skamarock et al. (2005)19) に見ることができる．ここでは，WRF-Var システムの３次
元同化機能  WRF 3-D Var システムについて，レーダー観測値の同化手法の説明に必
要な箇所について重点的に述べる．  
 WRF 3-D Var システムにおいて行われることは，以下のコスト関数（ cost function） 
 
 
が最小となるモデル変数の最適値ベクトル x  を探索することに帰着する．ここで，
xb  は（同化前の既知な）モデル変数の第一推定値ベクトル，ベクトル y  はモデル変
数  x  が観測演算子 H  により観測値の単位や量に変換されたもの（ y=H(x)）であり，
yo は観測値ベクトルである．  






 WRF 3-D Var システムでは，いくつかの最小化アルゴリズムを選択することがで
きるが，本章では共役勾配法（ conjugate gradient method）を用いる．その際，B -1 の
計算をいかに実用的に行えるかが計算負荷の観点でポイントとなる．そこで，式  (1) 
をインクリメント法（ incremental formulation）（Coutier et al. (1994)3））を用いて記
述 し ， コ ン ト ロ ー ル 変 数 変 換 （ control variable transformation） を 用 い た 前 処 理
（ preconditioning）（Lorenc et al. (2000)13））を行う．このコントロール変数変換に
おいて，3-D Var の考慮する力学が含まれることになり，その結果「空間相関を考慮
した３次元的な修正」は同時に力学的にバランスした修正になる．  




コントロール変数として，５つの変数（流れ関数（ streamfunction）  φ ，非バランス
速度ポテンシャル（ unbalanced velocity potential） χu，非バランス温度（ unbalanced 
temperature） tu，非バランス地上気圧（ unbalanced surface pressure） psu，総降水粒子
混合比（ total water mixing ratio）qt）を採用し，これらの変数が扱えるように  WRF-Var 
システムを修正した．本章では， qt  を雨水，雲水，および水蒸気混合比の和として
定義する．また，「非バランス」（式  (4) を参照）の意味については後述にて明ら
かにする．このように互いに無相関なコントロール変数の関数を導入することによ
り，B  が実質上ブロック対角化され，計算負荷を飛躍的に節約できる．  
 コントロール変数変換の演算子を  U とした時，上記の前処理は，  
                                             
1 モデルの誤差共分散については，以後，背景誤差共分散と呼ぶ．また，R  には，観測値そのも
のの誤差だけでなく，観測演算子  H  による変換誤差（ representat ive error）も含められる．  








と表わされる．ここで，ベクトル  v  はコントロール変数のインクリメント（修正量）
を表わす．この時，B は  U が適切に設計されていれば実質上  UUT となる．WRF 3-D 
Var システムでは，Lorenc et al. (2000)13) と同様，U  には， 1) コントロール変数か
らモデル変数への変換，2) モード毎の鉛直相関を考慮した鉛直方向の変換，3) 鉛直
モード毎に決められた水平相関を考慮した水平方向の変換，が意図されていると考




背景誤差共分散行列  B  に関する情報と関連させて述べる．  
 まず，Up は，上記  1) の変換に対応し，気圧傾度力・コリオリ力・遠心力の釣り
合いを表わすバランス方程式など  WRF 3-D Var システムにおいて考慮する力学と
物理が線形モデル（接線形モデル 2）化されている．また，非バランスなコントロー
ル変数（速度ポテンシャル，温度，地上気圧）をまとめて  Φu  とした時，バランス成
分とあわせたトータルな変数値  Φ を次式にて算定するようにし，Up   に組み入れる． 
 
 
ここで， φ は流れ関数，CΦ は  φ とのバランス度合いを表わす回帰係数であり，WRF 
3-D Var システムではこの  CΦ  を事前に推定する必要がある．つまり，B -1 を計算た
めに事前に必要な情報である．  
 次に，Uv  は，上記  2) に対応し，モード毎に既定された鉛直相関情報を考慮した
空間変換が表現されている．すなわち，ある１つの観測値による修正量が鉛直方向
にいかに広がるかが表現されている．B  の鉛直相関成分を  EOF（Empirical Orthogonal 
Function）によりモード分解し，対角化することを考えれば，鉛直相関成分を構成す
る，コントロール変数・モード毎の固有ベクトルと固有値が事前にわかれば  Uv に
よる変換を行える．  
 最後に，Uh は，上記  3) に対応し，鉛直モード毎に決められた水平相関を考慮し
た空間変換が  Recursive フィルター（Hayden and Purser (1995)9））を用いて行われる
ことを表現している．すなわち，ある１つの観測値による修正量が水平方向にいか
に広がるかが表現されている．ここで，Recursive フィルターの適用に必要な，コン
トロール変数・鉛直モード毎の相関距離スケール 3（ length scale）が事前に必要とな
る．  
 以上のように，誤差共分散行列  B  を扱うためには，非バランスコントロール変数
に対する回帰係数，EOF を適用するための固有ベクトル /固有値，および Recursive フ
ィルターを適用するための相関距離スケールの３つが事前に必要な情報である．こ
れらの情報はいわゆる  NMC 法（Parrish and Derber (1992)15））により統計的に算定
                                             
2 コスト関数の最小化において，UT （T はアジョイント演算子を表わす）を計算しなければな
らない．つまり，接線形モデルに対するアジョイントモデルを構成する必要が生じる．  
3  ある１つの観測値による修正量が半分にまで減衰するまでの距離に相当する．  
b− =x x Uv (2) 
p v h=U U U U (3) 
uC φΦΦ = ⋅ + Φ (4) 
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されることが多い．これについては第４節にて触れる．  
 結局，式  (1) ～式  (3) を連立させて得られるコスト関数を最小にする最適なモデ
ル変数のインクリメント（修正量）を共役勾配法により探索し，最終的なモデル変
数の最適値を得ることが  WRF 3-D Var システムにおいて構築されている．このシス
テムを基礎としてレーダー観測値の同化を行う際，少なくとも以下の事項を新たに
開発する必要がある．  
a) レーダー観測値とモデル変数との間の関係を表現する観測演算子  H，および
その接線形演算子とアジョイント演算子．  
b) 動径速度の同化において，水平風速  (u ,v) の修正量から鉛直風速  w  の修正
量を推定するための接線形・アジョイント演算子．  
c) レーダー反射因子の同化において，コントロール変数  qt  の修正量を各モデ
ル変数（雨水，雲水，水蒸気混合比）の修正量に分けるための微物理モデル
とその接線形・アジョイント演算子．  











ここで， (u ,v ,w) は３次元風速場， (xd ,yd ,zd) は３次元デカルト座標系  (x ,y ,z) におけ




と表わされる．さらに，vt  [m/s] は降水粒子の落下速度である．現バージョンでは雨








を水平風速場の修正量と  Richardson 方程式（Richardson (1922)17））とから推定する
スキームを  Up 演算子に組み入れることによって，動径速度の同化により３次元風
速場が力学・熱力学的にバランスした形で修正されるようにする．Richardson 方程
1 {( ) ( ) ( )( )}r d r d r d r tV x x u y y v z z w vR
= − + − + − − (5) 





 =    (7) 
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式は，静力学的平衡，連続式，および熱力学方程式を組み合わせたものであり，
Richardson 方程式の有限差分形式において非断熱項（ diabatic heating term）を無視し
（White (2000)23）），接線形・アジョイントモデルを導出している．Xiao et al. (2005)25) 
は，MM5 3-D Var に対してこのスキームを導入し，適切に機能するとしている．  
 ここで，vt  の接線形・アジョイントモデルを構成する上で注意すべき点を述べる．
背景場の  qr  周りに式  (7) の微分をとった場合， qr  が  0 に近づくにつれ vt  の勾配
が無限大に近づく．この時，qr  の値に対する何らかの処理をしなければ，vt  の勾配
がコスト関数の勾配に占める割合が過大となるため（収束性が悪くなるなどの）問
題が生じる（Sun and Crook (1997)21））．本章では，Sun and Crook (1997)21)  に従って，
0.05 g kg-1 以下の  qr  に対して便宜上  qr  = 0.05 g kg-1 を接線形・アジョイントモデ
ルに与え，さらに，接線形・アジョイントモデルにおいて  qr  の勾配を考慮しないよ
うに  WRF 3-D Var システムを変更している．  
 
3.2 レーダー反射因子値  
 
3.2.1 概論  




を用いる．ここで，Z はレーダー反射因子値  [dBZ]，ρ は空気密度  [kg m-3]，qr [g kg-1]
は雨水混合比である．式  (8) の関係式はいわゆる  Marshall-Palmer 型の粒径分布を
仮定した時に導出されるものであり，現バージョンの同化手法は雨水が寄与したレ
ーダー反射因子のみを扱えることを意味する．すなわち，氷や雪などの  ice phase に
よる反射因子値を同化することができない．  
 第２節にて指摘したように，本章では，降水粒子の混合比に関連するコントロー
ル変数として総降水粒子混合比  qt  を採用して手法論を展開している．ここで，最小
化アルゴリズムにおいて，まず  qt  の修正量が得られるため，モデル変数の修正量を
得るには，この  qt  の修正量を雨水混合比  qr，雲水混合比  qc，水蒸気混合比  qv の
修正量に分配するための微物理モデルの接線形・アジョイントモデルを  Up 演算子
において構築する必要が生じる．そこで，Sun and Crook (1997)21) において考慮され
ている微物理過程を  WRF 3-D Var システムに導入した．  
 導入した微物理過程はいわゆる温かい雨（warm rain）を表現するものである． Ice 
phase によるレーダー反射因子が同化できない理由は，この微物理過程において  ice 
phase の相変化が表現されていないからである．具体的には，autoconversion，accretion，
蒸発（ evaporation），凝結（ condensation）の過程が考慮されている．  
Autoconversion による雲水から雨水への変換量  Ra  と雨水から水蒸気への蒸発量  




43.1 17.5log( )rZ qρ= + (8) 
( )   ( ),
0                   ( ),
c crit c crit
a
c crit
q q q q
R
q q




ここで，α = 0.001 [s-1]， qcri t  = 0.0005 [kg kg-1]，β = 0.0486 [s-1] であり，ρ の次元は
kg m-3， qr， qc，Ra，および  Re の次元は  kg kg-1 である．  
 Accretion による雲水から雨水への変換量  RAC  [kg kg-1] は，基本的に  Miller and 
Pearce (1974)14) に従って，  
 
 
により算定される．ここで， γ = 0.002 [s-1]，qc の次元は  kg kg-1 であり，  qr  の次元
は  g kg-1 である．  




により算定される．ここで， qvs  [kg kg-1] は水蒸気の飽和混合比，Lv [J kg-1] は凝結
による潜熱，T [K] は温度，Rv [J K-1 kg-1] は水蒸気の気体定数，Cp  [J K-1 kg-1] は定
圧比熱を表わす．  
 ここで，式  (8)，式  (10)，および式  (11) に対する接線形・アジョイントモデルを
構築する際，3.1  における  vt  に対する処理と同様，qr  の小さな値に対して注意を払
う．まず，式  (8) において，0.05 g kg-1 以下の  qr  に対して，便宜上  qr  = 0.05 g kg-1 
を接線形・アジョイントモデルに与え，これらのモデルにおいて  qr  の勾配を考慮し
ない．また，式  (10)，および式  (11) において， 0.001 g kg-1 以下の  qr  に対して，
qr  = 0.001 g kg-1（または， 1.0×10-6 kg kg-1）を与え， qr  の勾配を考慮しない．  
 
3.2.2 雲解析ルーチンの導入  
 微物理モデル  qt  の修正量を分配するには克服しなければならない問題がある．そ
れは，式  (9) ～式  (12) における相変化に伴う変換量が（同化対象の）背景場の値
に大きく依存するという問題である．これは，インクリメント法では避けられない
問題であり，その原因は，接線形・アジョイントモデルにおいてそれぞれの相変化







例えば，前者の場合，背景場は未飽和であり，凝結過程は  off スイッチが入るため
起こりえない．蒸発や accretion による変換に係わる量も無いに等しい．このような
状況下では  qt  の修正量の分配は適切に行えない．  
 上記の問題を根本的に解決する方法は，コスト関数の最小化を行う前に適切な  
on-off スイッチが選択されるように背景場を修正することである．ただし，客観的
0.65( )( ) .e v vs rR q q qβ ρ= − (10) 
0.875






















（Cressman (1959)4））と式  (8) を用いる．一般的に  Var システムでは観測空間でイ
ノベーション（ innovation）が計算されるため（式  (1) の第２項），このような変換
を必要としない．すなわち，この変換・内挿は雲解析ルーチンのためだけに行う．
その上で，以下の３つの修正を行う．  
1) 雨水混合比  qr  の修正  
2) 潜熱（ latent heating）差を用いた温度の修正  
3) 雲水混合比  qc と相対湿度  RH の修正  








1) 雨水混合比の修正  
 観測場の雨水混合比 qr |obs が  0.05 g kg-1 より小さく，背景場の雨水混合比 qr |bak が  
0.05 g kg-1 より大きい場合，qr |obs に置き換える（ ”replace”）．また，qr |obs が  0.05 g 
kg-1 以上で， qr |bak が  0.05 g kg-1 より小さい場合，次の  qr |blend  
 
 
を新たな背景場の雨水混合比とする（ "blending”）．ここで用いた  0.05 という閾値
は，3.2.1  にて指摘した式  (8) の接線形・アジョイントモデル作成における注意点を
意識して設定したものである．また，”replace” と  “blending” といった２つの修正は，
前頁にて挙げた極端な２つのシチュエーションに対するものである．  
 
2) 潜熱差を用いた温度の修正  
 それぞれの格子点において，雨水混合比の収支式  
 
 
を用いて，雨水混合比のソース・シンク項  Q を観測場，背景場それぞれに対して算
出し，その差から求まる潜熱の差（ differential latent heating）を用いて気温を修正す
る．ただし，下降気流（w < 0）において正の  Q が算出された場合，併合過程が卓
bak obs
0.9 0.1r r rblendq q q= + (13) 
( )t rr r r v qq q qu v w Q
x y z z




3) 雲水混合比  qc と相対湿度  RH の修正  
 各水平格子点に対して，この修正は背景場の  LCL（Lifting Condensation Level）+500 
m 高度から  0 ℃高度までの間で行われる．500 m というマージンは，背景場に誤差
が含まれている可能性を考慮し，必要最小限の修正を行うべく設定したものである．
雲水混合比  qc は以下の基準に従って修正される．  
・  qr  > 1.0 g kg-1 かつ qc < 0.5 g kg-1 の時， qc = 0.5 g kg-1  
・  qr  > 0.7 g kg-1 かつ qc < 0.35 g kg-1 の時， qc = 0.35 g kg-1 
 ・  qr  > 0.4 g kg-1 かつ qc < 0.2 g kg-1 の時， qc = 0.2 g kg-1 
 ・  qr  > 0.1 g kg-1 かつ qc < 0.05 g kg-1 の時， qc = 0.05 g kg-1 
一方， 2) において算出した観測場に対する潜熱を利用して気塊の飽和（潜熱が正の
時）・未飽和を判断した上で，以下の相対湿度の修正を行う．  
 ・気塊が飽和し，かつ  RH < 70 % の時，RH = 70 % 






 本同化手法を評価するために，2002 年  6 月 12 日から  13 日にかけて米国中西部
にて生じた豪雨事例に対する  Observing Simulation Experiment (OSSE) を行った．
Wilson and Roberts (2006)24) の解析によれば，この豪雨は，メキシコ湾からの湿潤な
流入風がロッキー山脈からの乾燥した西風，さらには前に発達したスコールライン
か ら の 外 気 流 と の 収 束 に よ っ て も た ら さ れ た ． 前 者 の 収 束 域 は ド ラ イ ラ イ ン














データを作成する必要がある．あらかじめ行う  WRF モデルを用いたシミュレーシ
ョンについて，その時間スケジュールなどを示したのが図 3-1 である．ここで，2002 
 28
年 6 月  12 日  15Z を計算初期値とした  WRF モデルによる計算結果は真の大気場
を表現するものとみなして，このシミュレーションを  “Truth” ランと呼ぶ．一方，
12 日  12Z を計算初期値とした計算結果は  “Truth” ランとは結果が異なるが，初期
値の精度が低かったために真の大気場からずれた計算がなされたとみなす．このシ














図 3-1 OSSE による同化実験の時間スケジュール  
 
 本章における OSSE では，13 日  00Z，もしくは  12 日  21 Z においてレーダー観
測値の同化を行う．その際，同化時刻における  “Truth” ランの結果と第３節に示し
た観測演算子を用いて真の観測値を逆算定し，それにランダム誤差を加えたものを
同化に用いる観測値とする．一方，同化対象の背景場は，同化時刻における  ”Control” 
ランの結果とする．したがって，同化システムのリトリーバル性能が高いほど，同
化した後に得られる最適解析値を用いた予測結果は  ”Truth” ランの結果（すなわち，




4.2 WRF モデルのセットアップ 
 
 本章における全ての  WRF モデルによる計算はバージョン  2.1 の  WRF モデル
を用いたものである．モデルのグリッド，ならびに物理オプションなどの設定を表
3-1 にまとめた．なお，初期・境界条件に用いる  NCEP AWIPS データは，Eta モデ
ルに対するデータ同化システム（EDAS）を介して得られた解析値であり，その空間







































 4.1  において述べたように，観測値は  “Truth” ランにおける計算結果を用いてシ
ミュレーションされる．その際，レーダーのサイトは実際の  NEXRAD ネットワー  

























Pressure on a top level
























WRF Single-Moment scheme 6
















る 4．  
  条件１：観測点はレーダーアンテナから  200 km の範囲内にある．  
  条件２：レーダーアンテナと観測点との間の仰角は  20 度以下である．  
  条件３：式  (8) によって算定されるレーダー反射因子値が  5 dBZ 以上である． 
また，無降水時に昆虫の存在やビーム屈折率の関係で得られる晴天エコーに関して，
レーダー反射因子値を計算する（同化する）ことはないが，動径速度については，
地上から  2 km 上空より低い  WRF グリッド  において計算され，同化に用いられる．
観測範囲に関する制限は設けず，条件１と同じく半径  200 km の範囲，2 km 高度以
低において晴天エコーが取得できると仮定する．一般的に，晴天エコーがレーダー
サ イ ト か ら の 半 径  80 km 程 度 以 遠 で 取 得 さ れ る こ と は ほ と ん ど な い ． し か
し， ”Truth” ランによる降水予測結果おいて， 12 日  21 Z 辺りからシミュレーショ
ンされた対流の発生・発達が不運にも各レーダーサイトからの半径  100 km 以遠で
起こった（後述）．一方，対流の発生前後において晴天エコーに伴う動径速度値を
同化することによって対流の発生・発達の予測精度を向上させ，晴天エコーに伴う
動径速度データの重要性を認識したい（後述の  4.6.5  における同化実験）という興
味もあった．そこで，晴天エコーの観測範囲に関する特別な制約は設けない．  
 動径速度の観測誤差として，バイアスがなく，その標準偏差が  1 m s-1 となるラン
ダムな値を設定する．ランダム変数は  Box-Muller 変換を用いて発生させた．ただし，
観測誤差の絶対値が  0.5 m s-1 より小さくなる場合，  0.5 m s-1 とする．これは，観
測値の重みが不当に大きくなるのを防ぐためである．レーダー反射因子についても





 OSSE の枠組みでは，真の大気場が  “Truth” ランにより定義されるため，背景誤
差共分散の推定は  “Control” ランにおける計算結果を  “Truth” ランの結果と直接比




帰係数（式  (4) 参照）  
・ 誤差共分散行列の鉛直成分に対する固有ベクトル /固有値  




                                             
4 以下の事例解析において，条件３の基準が緩められるケースがある．  
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（ 300×300）は十分なサンプル数を与えるからである．一方，経度平均的な情報を






 ところで，領域平均的な背景誤差共分散情報を  WRF 3-D Var システムに適用する
際，３つの統計量のうち，回帰係数を除く統計量はさらにスケーリングされる．す
なわち，分散量と相関距離をチューニングする．本章では，分散に対しては  0.9 倍，












4.5 事例解析の概要  
 
 図 3-1 に示したように，全ての同化実験では， 3-D Var が１回だけ適用され，そ
の最適解析値をもって  WRF モデルによる６時間先までの予測が行われる．このよ
うな  3-D Var は  Cold-start 3-D Var と呼ばれる．同化を行うタイミングの違いによ
り，CASE 1（ 2002 年  6 月 13 日  00Z における同化）と  CASE 2（ 2002 年  6 月 12 
日  21Z における同化）に分ける．このタイミングの違いは， ”Truth” ランによる真




  CASE 1-1：動径速度値とレーダー反射因子値との両方を同化する．  
  CASE 1-2：動径速度値とレーダー反射因子値との両方を同化するが，  
晴天エコーに伴う動径速度は同化に用いない．  
  CASE 1-3：動径速度のみを同化する．ただし，晴天エコーに伴う  
動径速度は同化に用いない．  
  CASE 1-4：レーダー反射因子値のみを同化する．  
  CASE 2-1：同化のタイミングを除けば，CASE 1-1 と同じ．  
  CASE 2-2：同化のタイミングを除けば，CASE 1-2 と同じ．  
 32
 また，CASE 1，および  CASE 2 を行う前に，同化手法のリトリーバルの性能を評
価するリトリーバルテスト  CASE 0 を行う．この際， 4.3  にて定義したレーダー観
測値が得られる３つの条件のうち，条件３を緩和する．レーダー反射因子値に対し




  CASE 0-1：全てのレーダーによる観測値を同化する．  




4.6.1 推定背景誤差共分散情報の特徴  
 図 3-3 に非バランスコントロール変数に対する回帰係数の推定結果を示した．こ
こで，速度ポテンシャル，および温度については高度別の，地上気圧については経
度方向に平均した緯度別のプロファイルをプロットしている．係数が大きいほど流
れ関数とのバランス度が高いことを表わす．まず，大気下層（レベル  4 付近）と中
層（レベル 24 付近）で気温に対するバランス度合いが高い．すなわち，風速場の修
正が気温の修正に波及しやすいことを意味している．また，速度ポテンシャルに対

















図 3-3 推定された回帰係数（左：速度ポテンシャル，および気温，右：地上気圧） 
 














































































































































































 図 3-5 は各コントロール変数，各モードに対する相関距離スケールを示したもの
である．一般的に高次なモード程，ランダム性が強く，距離スケールが小さくなっ
ている．流れ関数や非バランス速度ポテンシャルについては，両者とも第１モード
で約  100 km 強のスケールを有している．この大きさは対流システムにとっては総
観スケールであり，領域平均的な統計量としても妥当であるが，レーダー観測値の














図 3-5 推定された相関距離スケール  
 
以降の同化実験では上記の推定結果を背景誤差共分散情報として用いる．ここで，
誤差共分散推定のためのサンプルをより長い期間蓄積した場合（ 4.4  参照），推定さ
れる誤差特性がどのように変化するかについて調べてみる．図 3-6 はサンプルの蓄
積に関する概念図を示したものである．ここで，15Z を計算初期時刻とした  ”Truth” 
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4.6.2 “Truth”，および ”Control” ランによる降水予測結果の比較  
 図 3-10 は  ”Truth”，および  “Control” ランにおいてシミュレーションされた１時
間 積 算 降 水 量 （ 2002 年  6 月  12 日  21 Z ～  13 日  01Z ） を 示 し た も の で あ
る． ”Truth” ランにおいて計算された真の大気場では，対流が  12 日  21Z 頃からド
ライラインに沿って発生している（実線円部）が，”Control” ランでは全く見られな




































































































13 日  00Z 頃からは，”Truth” ランにおいて，ドライライン上の降水が衰弱し，新  
たに outflow boundary（Wilson and Roberts (2006)24））に伴う対流が急速に発達して
いる（太線円部）．”Control” ランでは，その頃になってようやくドライライン上の



































































































































図 3-10 “Truth” ラン（左）と ”Control” ラン（右）との間の降水予測結果の違い  
2100Z, June 12 
2200Z 
2300Z 
0000Z, June 13 
0100Z 
2100Z, June 12 
2200Z 
2300Z 










 図 3-11 は，風の東西方向成分についての  O-B と  A-B を複数の水平面（Level 10，






































































め，A-B の分布から分かるように，計算領域のほぼ全域で修正量が得られている．  
 RMS Error の鉛直プロファイルからは，同化前の誤差（O-B）がデータ同化により
確実に小さくなっている．また，空間構造において  O-B と  A-B の分布を比較すれ
ば，O-B の空間構造は同化により適切にリトリーバルされていることがわかる．た





３節にて述べたように，WRF 3-D Var システムにおいて考慮されている物理は静力
学的なバランス方程式に基づき，鉛直風速の修正量は水平風速の修正量から静力学









































































場が  WRF モデルによって作り出されるものと期待できる．  
 
各混合比，および温度場のリトリーバル 
 図 3-13，図 3-14，および図 3-15 はそれぞれ，雨水混合比，水蒸気混合比，および
雲水混合比のリトリーバル結果を図 3-11 と同じフォーマットにて示したものであ











水量やレーダー屈折率（ radar refractivity）が有力な候補であろう．  
 図 3-16 は温位のリトリーバル結果を図 3-11 と同じフォーマットにて示したもの
















よりもむしろ，数十  km の空間スケールにおけるモデル変数のリトリーバルに適切












































































































































































































































































































































































































4.6.4 降水予測へのインパクト（CASE 1） －発達過程における同化－ 
 2002 年  6 月  13 日  00Z におけるデータ同化後に得られた最適解析値を初期値
とし，６時間先までの降水予測を行った結果が図 3-19 に図示されている．CASE 1-1 
～  CASE 1-4 の各実験に対する１時間積算降水量の予測分布が，”Truth” ラン，およ
び  ”Control” ランの結果と共に示されている．  
 まず，同化対象としている観測値を全て同化した  CASE 1-1 において，同化によ
る大きな効果が見られる．具体的には，（同化を行わない）”Control” ランでは予測
できなかった領域中央部の対流システム（実線円部）が生起され，その後の予測も




予測計算の中で  WRF モデルが水平風速のリトリーバル結果に見合った鉛直風速を
形成するのに時間を要したからであると考えられる．ただし，この問題は２時間先
予測では完全に解消されている．  














































図 3-19 １時間降水量分布（左：真値，中：同化なし，右：CASE 1-1）  




















































































れについては，後述の  CASE 2 における実験結果から再度確認する．  










 図 3-20 は 1 時間積算降水量の予測に対するスコア（RMS Error，スレットスコア
（Threat Score）（閾値， 1mm/hr， 10 mm/hr））を示したものである．レーダー反射
因子のみを同化する  CASE 1-4 を除けば，６時間先まで同化の効果が見られ，晴天




















図 3-20 降水予測精度の時系列（左上：RMS Error，右上：スレットスコア（ 1 mm/hr 


















































































































図 3-21 １時間降水予測のスレットスコア（左：２時間先予測，右：５時間先予測） 
 
4.6.5 降水予測へのインパクト（CASE 2） －発生直後における同化－  







する方が若干のアドバンテージを有していることがわかる．これらの結果は， 4.6.4  
においても触れたように，下層風速場のリトリーバルの重要性を示唆することとし




4.7.1 誤差共分散情報が結果に及ぼす影響についての一考察  




を  NMC 法（Parrish and Derber (1992)15））によって推定する．ここでは， 00Z にお
ける  24 時間先予測と  12 時間先予測の差 5を１週間分（ 6 月  7 日～ 13 日  00Z）計
算・蓄積し，WRF 3-D Var システムに必要な背景誤差共分散情報に関する３つの領
域平均的な統計量（以下， ”NMC”）を推定した．その上で，分散量と相関距離スケ  
                                             
5 各国の気象センターにおける全球  3-D Var では，日変化の影響が出ないように， 48 時間先予
測と  24 時間先予測の差をとることが一般的である．ここでは，計算領域がそれほど広くない
ため， 48 時間先予測を行うと境界条件の影響を大きく受けてしまう．そこで， 24 時間先予測












































































































0000Z, June 13 
2300Z 





























図 3-23 １時間降水予測のスレットスコア（左：1 mm/hr 閾値，右：10 mm/hr 閾値） 
 
ールを再チューニングして WRF 3-D Var システムに適用する．本章における  OSSE 
では，真の大気場と背景場が定義されているので，この２つの場の差を統計解析し
て得られた  4.4  による背景誤差共分散情報（以下，”Original”）の方が高い精度を有
すると考えられる．  
そこで， 4.5  における  CASE 0-1 と同様のリトリーバルテストを行った．風の東
西方向成分，および温位のリトリーバル結果を示したのが図 3-24 である． A-O 
（Analysis minus Observation）における  RMS Error をプロットしている．風速成分
に関しては，NMC 法ベースの誤差共分散情報を用いたとしても，再チューニングす
ることによって  ”Original” の場合に近い性能が得られている．一方，温位に関して




 NMC 法ベースの背景誤差共分散情報を用いて  CASE 1-1 と同様の同化実験を行











































































































































図 3-25 １時間降水予測のスレットスコア（左：1 mm/hr 閾値，右：10 mm/hr 閾値） 
 
4.7.2 雲解析ルーチンの導入効果  
 レーダー反射因子値の同化の際に導入した雲解析ルーチンの効果について調べる．
図 3-26 は，雲解析ルーチンを用いずに  CASE 1-1 と同様の同化実験を行った際の降
水予測結果を示したものである．ドライラインや  outflow boundary 周辺の降水域（円
部）に対する予測において，特に２時間先，ならびに３時間先予測の結果に導入効
果が見られる．図  3-27 はスレットスコアの比較を行ったものであるが，導入の効果






 メソ気象モデルである  WRF モデルの３次元変分法に基づくデータ同化システム  
WRF 3-D Var を基礎として，ドップラーレーダー観測値のデータ同化手法を展開し
た．本同化手法の特徴は，複数台のレーダーによる観測値を扱うことができ，動径
速度値のみならず，レーダー反射因子値の同化を行える点にある．  
 本手法の性能は，シミュレーションデータを用いた  Observing System Simulation 
Experiment （OSSE）を通じて，モデル変数のリトリーバル精度とそれに伴う短時間
降水予測へのインパクトという点において定量的に評価された．その結果，対流ス













































































































図 3-26 １時間降水量分布（左：真値，中：雲解析あり，右：雲解析なし）  
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 前章では，WRF 3-D Var システムを基礎としたドップラーレーダー観測値のデー












による観測において，１つのボリュームスキャン内に行われる  PPI（ Plan Position 
Indicator）の数はせいぜい  10 ～  15 程度であろう．前章では，レーダー反射因子の
最小受信レベル（ 5 dBZ），最大探知範囲，ならびに最大仰角を設定し，比較的実際
に近い観測状況を想定したものの，観測密度については実際の観測の方がかなり低





























西部おけるドライライン（ dryline）の形成に伴う豪雨と  NEXRAD ネットワークに













NEXRAD や  TDWR（Terminal Doppler Weather Radar）のシステムに採用されている  





 レーダーの繰り返し周波数を  F，用いる電磁波の波長を  λ とすれば，折り返し速
度  VN は  
 
 
となる．もし±VN  の範囲外にある動径速度を観測した時，±VN  の範囲内に折り返
された値が観測値とみなされる（図 4-1）．例えば，VN =16 m/s の時，+20 m/s の速
度は  -12 m/s に， -20 m/s の速度は  +12 m/s として見かけ上測定される．ここで，
正の値はレーダーサイトから離れることを意味する．したがって，測定された動径


















図 4-1 動径速度の折り返し現象を表わす模式図  
 
と表わすことができる．ここで， n  は整数で，正または負の方向へ折り返した回数
に相当する．動径速度値を利用するには，全ての観測点に対し折り返しが生じてい








式  (2) の  n  を決定する手法は多くの実用レーダーシステムに採用されており，内部
連続性を考慮するアルゴリズムとして分類されている（Eilts and Smith (1990)4））．
本章において構築する手法も，NEXRAD のレーダーシステムにおいて導入されてい
る  Eilts and Smith (1990)4) による内部連続性を考慮するアルゴリズムを基礎として







































処理・補正された動径速度を参照し，比較する．その際，ある閾値  TH （例えば，
10 m/s）を設定し，観測点における参照動径速度を  Vref  とすれば，  
 
 
を満たす式  (2) の  n  の決定を試みる．どのデータを参照するかについて，例えば，
Eilts and Smith (1990)4) のアルゴリズムでは，（動径方向の連続性を考慮して）同一
動径上に位置し，レーダーの中心方向に向かって５観測点以内に存在する動径速度
を最初に探索する．もし，観測値が無い，もしくは最適な  n  が決定できない場合，
アルゴリズムの決定木（ decision tree）に従って（動径・方位方向の連続性を考慮し






降水システムの全体的な移動速度を表現する（Zrnić  et al. (1986)11)）ことから，Eilts 
and Smith(1990)4)  は，降水域の境界部における折り返し判定に高層風を参照している．
また，折り返し補正済みの（以前の）ボリュームスキャンデータを用いて推定され
る  VAD 法（ 2.3  参照）や  VVP 法（５章参照）による水平風速場（VAD 風，VVP 風）
も同様に利用するに値するとされている．  




が残る．一方，VAD 法や  VVP 法はレーダー観測値から水平風速場を推定する手法
であるが，これらの手法を適用するためには何らかの形で補正に一度成功しておか
なければならない．そういう意味で，VAD 風や VVP 風を用いるアプローチはフロ
ントエンドタイプの手法ではない．さらに，高層風にせよ，VAD 風，もしくは  VVP 
風にしても，風系が急変する場合は補正に失敗する可能性が高くなる．  
 
2.3 折り返し補正手法に対する修正  VAD 法の導入  
 





refV V TH− ≤ (3) 
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て折り返し判定がなされる」動径速度値が正確に補正されていることを前提として




ある．そこで，Tabary et al. (2001)8) の修正  VAD 法を導入し，修正  VAD 法による
推定風を降水域の境界部などにおける折り返し補正に参照風として用いることによ
り以上の問題を解決する．  
 VAD 法（Browing and Wexler (1968)2））は，PPI スキャンによって得られた円錐
面上の動径速度値  Vr  のうち，ある一定高度の大円内に存在する観測値を用いて，レ
ーダーサイト周辺の平均水平風速の鉛直プロファイルを推定する手法である．θ をア
ンテナ仰角，φ を方位角，(x ,y) を直交座標系の水平方向成分，(u ,v ,w) を風速ベクト







乗法を用いて，パラメータの一部である水平風速ベクトル  (u ,v) を推定（VAD 推定）
できる．ただし，大円上の動径速度値は全て折り返し補正されている必要がある．  
 一方，修正  VAD 法を要約すれば，式  (4) において，Vr  の方位方向の微分を計算




に対するパラメータ推定問題としている．基本的に折り返し部分は不連続性が高く，    
が非常に大きくなると考えられる．そこで，   がある閾値を越えるデー
タは VAD 推定には用いないことにすれば，風速場推定が折り返しの影響を受けなく
なる．本章では，対象とする格子点を中心とした方位方向に±30 度のデータ利用範
囲において，利用範囲中心との観測値の差が  10 m/s より越えるデータを  VAD 推定
に用いず，VAD 推定に用いることのできるデータ数が利用範囲内に  20 を越えた場
合，式  (5) による  VAD 推定を行うことにする．このようにすれば，データ利用範
囲に折り返った動径速度値が混在していても，利用範囲における平均風速が適切に
推定されるものと期待できる．  
 本章では，Eilts and Smith (1990)4) の内部連続性を考慮した折り返し補正アルゴリ
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2.4 適用結果  
 



































図 4-3 折り返し補正結果（左：補正前．右：補正後）  
KFDR レーダー 








第３節 観測データの処理  
 
 WRF 3-D Var システムへの入力データを作成するには様々なデータ処理が必要で
ある．あるレーダーサイトにおいて得られるデータに対して行う処理の全体的な流






レーダーの観測空間である  (r,φ,θ)（ r：レーダーアンテナからの距離，φ：方位角，θ：










 本章が適用対象としている  NEXRAD 観測値においてデータの空間解像度は，動
径速度値とドップラースペクトルの分散値に対しては  250 m，レーダー反射因子値
に対しては  1 km となっている．以降の同化実験では，レーダーサイトから半径  230 
km の範囲内の観測値を同化の対象とする．NEXRAD システムは  S-band の電磁波





























  VCP11（降水モード）： 14 仰角を用いたボリュームスキャン．１ボリュームス
キャンに要する時間は約  5 分  
  VCP21（準降水モード）：9 仰角を用いたボリュームスキャン．１ボリュームス









 基本的に  5 dBZ より小さい反射因子値は全て用いない．また，あるレンジビン周
りの８観測点（自身を除く）において， 5 dBZ 以上の反射因子値をもつ観測点が全
く存在しない場合，当該ビンのデータはノイズとみなして同化対象から除外する．  
 晴天エコーについては， 5 dBZ より小さい反射因子値を除去すればほとんど除去
することができるが，除去しきれずに残るケースも若干見られた．そこで，実用的
な方法ではないが，解析雨量の分布と比較して明らかに降水は無いと判断される領
域において，低高度かつレーダーサイト周辺で取得された  5 dBZ 以上の反射因子デ
ータは目視にて除去した．高々  10 dBZ 程度の反射因子値であるため，除外しなく
ても大きな悪影響を及ぼすことはないと考えられるが，念のためこのような処理を
行っている  





 Cressman フィルター（Cressman (1959)3））を平滑化のために用いた．後に行う事
例解析において，WRF モデルの空間解像度を  4 km とするため，レーダーサイトを
中心として設定する  (x ,y ,θ) 座標系の水平解像度を  4 km とし，座標系におけるそれ
ぞれの格子点において影響半径  4 km の範囲内に入る観測値を用いた平滑化を行っ
た．その結果，平滑化された値，および影響半径内に入るデータに対する標準偏差
が算定される．１つの  PPI 上の格子点それぞれに対して得られる標準偏差の平均値






第４節 事例解析  
 






活動の関連性については  Rhea (1966)6) や  Bluestein and Parker (1993)1)  に詳しく解
説されているが，対流スケールでの形成メカニズムについてはいくつかの文献（例
えば，Wakimoto et al. (2006)9））において解析されるだけであり，未知なことが多い．
それゆえ，このドライラインを伴った豪雨や竜巻の発生メカニズムを観測によって
解明し（Weckwerth et al. (2004)10）），メソ気象モデルによる予測精度向上につなげ
ることは米国において重要視されている．  
 図 4-5 は，NCEP Stage IV データによる解析雨量分布（ 2005 年  6 月  4 日  21Z
（世界標準時）～  5 日  06Z）を示したものである．  Stage IV データは，わが国に
おけるレーダーアメダスに相当し，レーダー雨量をベースとした空間解像度約  4 km 
の解析雨量データである．図 4-5 によれば，  4 日  21 Z 辺りからカンザス州，オク
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図 4-5 NCEP Stage IV 解析雨量分布（続き， 2005/06/05 05Z ～  06/05 06Z）  
 
 図 4-6 は 5 日  00Z における NCEP Final Analysis による大気下層（Level 6）の相
対湿度と水平風速場，ならびに温度の分布を示したものである．Final Analysis は水


















図 4-6 下層の総観場（ 2005 年 6 月 5 日 00Z，左：相対湿度・水平風速場，右：気温） 
 
4.2 同化実験の概要  
 
 全てケースにおいて， 2005 年  6 月  5 日  00Z に同化を行い， 3-D Var 解析値を
用いた６時間先までの  WRF モデルによる予測を続けて行う．その時間スケジュー
ルを示したのが図  4-7 である．同化を行わない  “Control” ランでは，  6 月  4 日  
18Z を初期時刻とした  5 日  06Z までの予測が行われる．ここで，初期・境界条件














図 4-7 同化実験における時間スケジュール  
 
 WRF モデルのセットアップについては，第３章と基本的には同じであるが，異な
るバージョン（ 2.1.2）の  WRF モデルを用いている点と計算領域をやや東側に設け
ている（図 4-5，および図 4-6 参照）点が異なる．  
ところで， 5 日  00Z における同化対象の背景場は， ”Control” ランにおける  00Z 
時点における計算結果とする．同化対象の  NEXRAD サイトを図  4-8 に示した．計
算領域内に  13 のサイトが含まれている．以下の４つの実験において，これらのサ
イトで取得されたレーダー観測値を同化する．  
・ CASE 1：全レーダーによる動径速度値，およびレーダー反射因子値の同化． 
・ CASE 2：全レーダーによる動径速度値の同化．  
・ CASE 3：全レーダーによるレーダー反射因子値の同化．  















図 4-8 データ同化の対象とした  NEXRAD サイトと観測域（約 200 km）  
 
 モデルの背景誤差共分散情報として，NMC 法（第３章参照）による領域平均の統
計量を用いる．その際，統計量は，2005 年  6 月  3 日  18Z を計算初期とした  24 時
June 4, 2005 June 5






間先予測と  4 日  06Z を計算初期とした  12 時間先予測値の差から計算されている．
その上で，スケーリング係数として，分散量については  0.3，相関距離スケールにつ
いては  0.4（流れ関数，非バランス速度ポテンシャル），ないしは  0.5（その他）を
用いて誤差共分散情報のチューニングを行っている．チューニングを行う基本的な
理由については第３章の第４節を参照していただきたい．それ以外の理由としては，
スケーリング係数は  “Control” ランの計算初期時刻から同化時刻までの時間にも依
存するはずであるということである．本章における同化実験では，その時間は  4 日  
18Z から  5 日  00Z までの  6 時間である．初期計算時刻において  12 時間のタイム
ラグをもつ２つの予測結果が  NMC 法に用いられていることを考えれば，実際の誤
差分散や相関距離スケールは  NMC 法から算定された統計量よりは小さくなると考
えられる．  
 
4.3 “Control” ランによる計算結果 
 
 2005 年  6 月  5 日  00Z （６時間先予測）における下層大気（Level 6）の相対湿



















図 4-9 “Control” ランによる予測結果（ 2005 年 6 月 5 日 00Z，Level 6 高度面，左：
相対湿度・水平風速場，右：気温）  
 
 図  4-10 は 2005 年  6 月  4 日  21Z から 5 日  06Z にかけての１時間積算降水量
の予測結果を示したものである．図 4-5 と比較すれば，大きく３つの点を指摘する



























図 4-10 降水予測結果（ "Control” ラン， 2005 年  6 月  4 日  21Z ～  5 日  06Z）  
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4.4 データ同化によるモデル変数の修正  
 




































 CASE 1，CASE 2，および  CASE 3 における  6 月  5 日  01Z から  06Z までの１
時間積算降水量の予測結果を図 4-14，図 4-15，および図 4-16 に示した．それぞれの












図 4-13 同化による雨水混合比の修正量（左：Level 5，右：Level 10）  
 
いる．  
 まず，同化後１時間先の  5 日  01Z における予測結果では，いずれの同化ケース
においても，”Control” ランにおいて問題であった，オクラホマ州からテキサス州に
かけて生じたスコールラインに対するスピンアップ問題が改善されている．これは  
4.4  にて示した下層風速場や温度場などの修正効果によるものと考えられる．  
 しかし，２時間先（ 02Z）以降，CASE 間で結果が大きく異なる．特に，CASE 3 に
おいては同化の効果が急速に失われている．すなわち，”Control” ランにおける予測
結果と同等になっていく傾向にある．一方，オクラホマ州からテキサス州にかけて
のスコールラインの予測に対して，CASE 1，CASE 2 共に降水域の移動速度と形状





























































図 4-14 降水予測分布（CASE 1，左：解析雨量，中：同化なし，右：同化あり）  
03Z, June 5, 2005 
(3-h forecasting) 
01Z, June 5, 2005 
(1-h forecasting) 
02Z, June 5, 2005 
(2-h forecasting) 
04Z, June 5, 2005 
(4-h forecasting) 
05Z, June 5, 2005 
(5-h forecasting) 











































図 4-15 降水予測分布（CASE 2，左：解析雨量，中：同化なし，右：同化あり）  
03Z, June 5, 2005 
(3-h forecasting) 
01Z, June 5, 2005 
(1-h forecasting) 
02Z, June 5, 2005 
(2-h forecasting) 
04Z, June 5, 2005 
(4-h forecasting) 
05Z, June 5, 2005 
(5-h forecasting) 











































図 4-16 降水予測分布（CASE 3，左：解析雨量，中：同化なし，右：同化あり）  
03Z, June 5, 2005 
(3-h forecasting) 
01Z, June 5, 2005 
(1-h forecasting) 
02Z, June 5, 2005 
(2-h forecasting) 
04Z, June 5, 2005 
(4-h forecasting) 
05Z, June 5, 2005 
(5-h forecasting) 




れる．そこで，なぜ東進する形で予測されたのかという疑問が生じる．図 4-17 は  5 

















図 4-17 水平風速分布（ ”Control” ラン， 2005 年  6 月  5 日  00Z，Level 15）  
 














連して，CASE 4 において  KFDR サイトで取得されたレーダー観測値のみを同化す
る実験を行った．ここで，KFDR サイトは  6 月  5 日  00Z の同化時点においてオク
ラホマ州からテキサス州にかけての降水域を探知できている．  
図 4-18 は  CASE 4 に対する１時間積算降水量の予測結果を示したものである．注
目する降水域は丸円部に位置する．”Control” ランにおける結果との比較では，１時










































図 4-18 降水予測分布（CASE 4，左：解析雨量，中：同化なし，右：同化あり）  
03Z, June 5, 2005 
(3-h forecasting) 
01Z, June 5, 2005 
(1-h forecasting) 
02Z, June 5, 2005 
(2-h forecasting) 
04Z, June 5, 2005 
(4-h forecasting) 
05Z, June 5, 2005 
(5-h forecasting) 
06Z, June 5, 2005 
(6-h forecasting) 
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での精度向上（点線円部）が見られる．しかし，CASE 1 における予測結果（図 4-14 
参照）との比較では，南北方向に伸びる降水域に対する予測精度が低下している．  
CASE 4 では，動径速度値とレーダー反射因子値の両方を同化しているが，１・２
時間先予測の結果は，図 4-16 に示した  CASE 3 の結果に近い結果を示している．こ
れは，複数台のデータを同化した場合に比べて，動径速度の同化効果が低下してい
ることを示唆している．図 4-19 に CASE 4 における下層風速場の修正量（Level 5，
Level 10）を示した．KFDR レーダーによる観測域において，図 4-11 と比較して見
れば，風の収束を促すような修正が不十分であるといえる．別の言い方をすれば，
注目している領域における降水域の発達には風速場の収束が重要な役割を果たして
















分法を使うことを前提とした場合， a) Cycling 3-D Var（第７章参照）を適用する，
b) 風速場に関する付加的な情報を他の手法により推定し，動径速度とともに同化に
用いる，ことが考えられる．Cycling 3-D Var とは，ある同化期間（例えば，６時間）
において，3-D Var を連続的に（例えば，１時間おきに）適用するものであり，ナッ
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形モデルを基礎とした  VVP（Volume Velocity Processing）法をベースとして，非線
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である  VVP (Volume Velocity Processing) 法を基礎とした水平風速場の推定手法を
拡張することである．その際，風速場の線形モデルを仮定した  VVP 法が苦手とし
ている（収束域，渦，乱流などを含む）非線形性の強い風速場に対する適用性を高
めるため，非線形性の強い風を反映する動径速度を解析から可能な限り除外し，解
析対象とする格子点周辺の平均的な水平風速を推定できるようにする（拡張  VVP 









2.1 VVP 法の概要  
 







一方，Koscielny et al. (1982)14) は，推定対象の空間スケールに応じた解析領域の
大きさを設定することの重要性を述べ，推定格子点周りに適切な大きさの解析領域
を適用した．なお，本章において提案する拡張 VVP 法は， Koscielny et al. (1982)14)  
の VVP 法を拡張したものであるが，レーダーサイトを中心とした３次元直交座標
における任意の地点で推定量を算定できるようにしている点が異なる．VVP 法の概
念を図 5-1 にて示した．推定したい格子点 (x0,y0,z0) 周りに設定した解析領域内で，








で，レーダー情報の有する極座標系を        （ r はレーダー中心からの距離， は
方位， はアンテナ仰角）とし，対応する直交座標系を  (x ,y ,z) としている．式  (2)，
および式  (3) は，Doviak and Zrnić  (1993)7) に従って，地球の半径の  4/3 倍の等価半












図 5-1 VVP 法の概念図  
 





割合は，水平風速に比べて  1 ～  2 オーダー小さいため，鉛直風速に関連する項を
無視できる（Koscielny et al. (1982)14)）．そこで，式  (1) ～式  (4) を連立させ，鉛直
風速に関する項を無視して整理すれば，結局，  
(1)0 0 0 0 0 0( , , ) ( , , ) ( ) ( ) ( ) ,x y z x y z x x y y z zx y z
∂ ∂ ∂= + − + − + −∂ ∂ ∂
v v vv v
2 2 1 2cos sin ,    cos cos ,    ( 2 sin ) ,e e e e ex r y r z a r ra aθ φ θ φ θ′ ′= = = + + − (2)
[ ]1tan cos ( sin )e e e e er a rθ θ θ θ−′ = + + (3)
































おける水平風速ベクトルである．式 (6) で示されるように，   は渦度の影響を
含んでいる．式 (5)，および式 (7) において，１つの動径速度値 vr は vr の， は
P の１構成要素である．結局，VVP 法は実際に観測されたドップラー速度を用いて，
線形化に必要な未知パラメータ KT を最小２乗的に推定する（以下，VVP 推定）手
法である．Sugimoto (2002)26) は，九州山岳域における梅雨性降水システムに対して
式  (5) ～式  (7) を用いた  7-parameter VVP 推定によって水平風速の収発散量を推
定し，下層の収発散量が降水の発達・衰弱過程と関連し，特に地形が収束のトリガ
ーとなっていることを定性的に示した．  





による  2-parameter VVP 推定を行うことになる．  
 
2.2 解析領域の形状と大きさが推定精度に及ぼす影響  
 
 Koscielny et al. (1982)14) や  Smith and Rabin (1989)25) は，動径速度の観測誤差が解
析領域内でランダムに存在することによる  VVP 推定量の誤差について検討を行っ
ている．Koscielny et al. の誤差共分散解析によれば，パラメータの（バイアスの無
い）推定値  の誤差共分散行列  Cmm は，  
 
 
となる．ここで，行列の添字は次元を表わし，m はパラメータの数， n  は解析領域
内に存在する動径速度の数であり， は観測誤差の分散である．また，推定残差の
分散（ residual variance） s2 は  
(5)
T
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P )は観測点数．






誤差が大きくなる程， s2 は大きくなる．  
 式  (9) によれば，推定誤差共分散は行列  Pnm に依存している．これは解析領域内
をレーダーのビームがいかに通過するかという幾何学的要因が推定誤差に影響する
ことを示しており，レーダーのビームの仰角さえ決まれば式  (9) により推定誤差共
分散をあらかじめ計算できる．そこで，以下において，解析領域の形と大きさが推
定誤差に与える影響を誤差共分散解析によって推定する．その際，風速場の非線形
性を考慮して  を 3.0 (m/s)2 とする．  























2.3 拡張  VVP 法  
 










































領域を基本的には直方体としている．解析領域の大きさ（図 5-3 における DX，DY，
DZ）は， 16 km ×  16 km (水平方向 ) × 0.5 km (鉛直方向)とする．鉛直シアーの影
響度を小さくしたいため，比較的平らな解析領域を考えた．したがって，拡張 VVP 
法で得られる風速場の水平スケールは 20 km 弱であると考えられる．また，VVP 推






























図 5-4 拡張  VVP 法のアルゴリズム  
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度のばらつき度 1を小さくし，VVP 推定をより安定に行うことを目的としている．  
 各観測点に対して，観測点を中心とした周囲  9 点（自身を含む）の速度値を用い
たメディアン（median）フィルターと周囲  25 点の速度値を用いた単純平均を組み
















図 5-5 平滑化前後の  VAD 分布例（＋：平滑化前，実線：平滑化後）  
 




ることを 2.2 において示した．そこで， 2.2 と同様の誤差共分散解析が解析領域を
除去するための判断に用いられる．動径速度の観測誤差分散を 3 (m/s)2 とし，水平
風速の２成分それぞれに対し，1 m/s 以上の誤差を及ぼすと見積もられた解析領域の
形状に対しては VVP 推定を行わない． 




                                             









こで， s2 が残差分散の閾値   より小さければその VVP 推定値を信頼する．そう
でない場合，Matejika and Srivastava (1991)16) の手法を用いて（第一近似としての）
推定風速場からの偏差が大きい動径速度を除去し，残りの動径速度を用いて再度 
VVP 推定を最適領域に対して行う．これを上記の残差分散に関わる条件を満たすま
で繰り返し行う．この時，パラメータ KT（式  (8) 参照），すなわち水平風速場から
変換されたビーム方向成分の速度より c・ s m/s（ c は無次元のパラメータ）以上乖
離した動径速度が除去される．拡張 VVP 法では繰り返し回数に応じて c や   の
値を設定できる．本章では，最初の VVP 推定において [c,  smin] =[1.6, 0.1] とし，繰
り返し回数が増える毎に c を 0.1 小さく， smin  を 0.1 大きくしている． 







広く用いられている  NCAR (National Center for Atmospheric Research) の CEDRIC 





 図 5-6 は２台のレーダーによる観測（デュアル観測）を模式的に示したものであ
る．３次元風速場を同時に観測した時，それぞれのドップラーレーダーによる動径
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また， vt  は雨滴の終端落下速度（鉛直下向き正）でレーダー反射因子値を用いた経






いたものになる．   
そこで，それぞれの格子点値とレーダーサイトの位置を推定格子点の観測時刻差
に応じた移動距離だけずらすことにより，観測時刻差の影響を考慮している．レー
ダーサイトの位置  (x1, y1)，(x2, y2) もずらす理由は，動径速度がレーダーサイトから
のビーム方向の量，すなわちベクトル量である（Gal-Chen(1982)9)）からである．す
なわち，式  (11)，および式  (12) の  (x1, y1)，(x2, y2) は，それぞれの推定格子点  (x,  y,z) 
に対して変化している．  
 さて，式  (11) において，観測値からは  V1，V2，および  vt  がわかり，未知数は  u，
v，w の三つになるため，一つ情報が少ない．そこで，まず鉛直風速  w を既知とし






次に非弾性の連続式（Ogura and Phillips (1962)20)）を鉛直下向きに積分することによ
り  w  を求める．すなわち，連続式が足りないもう一つの情報を補完する．さらに，
算定された  w を用いて上記プロセスを再度行い，このプロセスを収束するまで繰り
返し行う．したがって，最初の繰り返し計算において，w は一律  0 とすることにな





ここで，ρ は空気密度であり，ICAO (International Civil Aviation Organization) が採用
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となる．ここで，添字  c，および  p  はそれぞれ，算定高度，および 1 レベル上の高
度を示す．Δ z は，鉛直方向の格子点間隔を示す．さらに，式  (13) を  
 
 
と書き直すことにより鉛直風速  w が寄与する項とそうでない項（ u2,v2）に分け，式




厳密には，式  (17) が式  (14) の有限差分形式になるが，本論文における解析手法で
は，式  (17) の右辺第３項と第４項を無視する．基本的に降雨が存在する最上層で鉛










3.2 解析フロー  
 




の際，水平方向のグリッド間隔が 800 m，鉛直方向の間隔が 500 m の直交座標系に





得られた３次元データに Leise フィルター（Leise (1981)15)）を適用して高周波成分
を平滑化する．これは，鉛直風速 w の算定の際に必要な u と v の偏微分値をより
滑らかにしたいという理由による．このようにして得られる直交座標系のデータの
うち，レーダーのビームの交差角が 35 ～ 145°となる格子点に対してデュアル解
析を行う．  
 ３次元風速場 (u ,  v ,  w) は，1) 仮の w (例えば，初期値は 0 m/s )に対する u，v の
推定， 2) 非弾性の連続式の下向き積分による w の推定， 3) O’Brien (1970)19) を用











2 2( ) ( )
2 2
u v u v
c p
p c p c
w w w wu v z zw w z
x y x y x y
ρε ρε ρε ρερ ρ ρ ρ ρ
−






















3.2.2 連続式の積分に関する工夫  
 鉛直風速  w  を算定するために，仮の  u，および  v の値を用いて非弾性連続式を
鉛直下向きに積分して推定している．鉛直下向きを採用したのは，式  (15) 中の空気
密度  ρ が高い高度ほど小さいため，下向きの方が積分誤差のトータルの蓄積量が小
さいためである（Nelson and Brown (1982)18)）．また，複雑地形下では，レーダーの
観測値が下層で得られないことも多く，下端境界条件の設定が難しいことも一因と
してある．  




and Brown (1987)18) の手法を参考に，上端境界の高度をエコー頂高度より一つ上のグ
リッド高度とし，そこでの鉛直風速を  0 とした．その上で，上端境界とエコー頂と
の間の収発散量はエコー頂のそれと同じとした．  
 




















一般に  0 に近いため，降雨域下端での鉛直風速  ws  を基本的に  0 とする拘束条件
下で鉛直風速を修正する手法を採り入れた．ただし，降雨域下端が地表面から  2 km 
以内にある場合は，地形の効果を考慮した拘束条件として，降雨域下端での鉛直風
速 ws が  
 
 






底における鉛直風速と収発散量から，降雨域下端での鉛直風速  wb  （ b  は降雨域下
端を指す）が算定できる．  
 その上で，各水平グリッドカラムに対して，wb  と  ws  の差から，O’Brien (1970)19) 










 デュアル解析による３次元風速場をもとに拡張  VVP 法を評価するために，２台
のドップラーレーダーを用いた同期観測を行った．図 5-8 は同期観測を実施した周















































































それぞれのレーダーは， 10 分間 1 サイクルの多仰角観測を行うように制御され，サ
イクル開始時から 6 分以内に取得できたデータを利用した．すなわち，解析された
３次元風速場は，サイクル開始後  3 分後の時刻における  6 分平均の３次元風速場と
なる．しかし，レーダーの中心付近では， 10 km 高度を越える程十分に高い高度ま
でのデータが取得できない．そこで，電中研レーダーサイトを中心とする半径  4 km，






























5.1 対象降水事例の概況  
 
2003 年  8 月  25 日に東北会津盆地周辺に起こった雷雨事例を適用対象とした．











図 5-11 静止気象衛星画像の時系列  
 
図 5-12 は気象庁レーダーアメダス解析雨量（１時間積算雨量）を示したものであ
る．15～ 16 時にかけてデュアル解析域南側（図 5-8 における領域１）で降雨域が発




いた．とりわけ，図 5-13 中の矢印で示した強い降水域は，図 5-12 中に実線円部で
示した降水の発達域の中でも  40 mm/hr を越える局所的に強い降水域と対応してお
り，後述にてこの周辺の風速場構造を明らかにする．なお，デュアル解析において
観測時刻差の影響を考慮するために必要な降雨域の移動速度は，レーダーによる降












図 5-12 気象庁レーダーアメダス解析雨量による１時間積算雨量  (mm/hr) の時系列  
1321 JST 1433 JST 1533 JST 































                            図 5-13 電中研レーダーによる観測降水分布（仰角  






5.2.1 水平風速場の時系列  
 デュアル解析によって推定された  2 km，および  3 km 高度の水平風速場（ 15 時  3 













により明瞭でない点はあるが，渦を伴う構造が数十分間は維持されている．   
過去にも，雷雨に対する数値計算や観測からこのような現象の存在が示唆されて









5.2.2 風速場の鉛直断面構造  
 15 時  13 分における推定結果において，強いエコー周りの気流を３次元的に考察























図 5-14 デュアル解析による推定水平風速場（領域１， 2 km 高度）  















































図 5-16 デュアル解析により推定された各高度の水平風速分布（ 15:13）  
10 m/s 10 m/s
10 m/s 10 m/s
15:03 15:13 
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1 km 高度 2 km 高度 3 km 高度 4 km 高度 






正負二つの対の渦は，高度  5 km 程度まで明瞭であり，鉛直方向にはやや北北東に傾
いている．もう一つの特徴的な流れとして，この二つの渦に伴う周辺流（例えば，4 
km 高度の実線円部）が見られる． 40 dBZ を超える強いエコー域を雨滴が密集する
障害物とみなせば，これは障害物を避ける気流ということができる．   
 図  5-17 は南方向から雷雲を見た鉛直断面図である．まず，雷雲は高度  14 km 付
近まで成長しており，強い鉛直気流が高度  10 km を越えて存在している（XZ-60 断
面）．この強い上昇流は，二つの渦のうち低気圧性の渦に伴って生じたものである．
一方，高気圧性の渦については，強い上昇流が高度  7 km 程度まで確認できる（XZ-52 














図 5-17 ３次元風速場の東西方向の鉛直断面（断面番号は図  5-16 における南北方
向の座標を表す．）  
 













5.2.3 鉛直風速の変分的修正の効果  

























































































図 5-18 鉛直風速の修正を行わない場合の推定風速場（断面番号は図  5-16 におけ
る南北方向の座標を表す．）  
 
5.3 拡張  VVP 法による推定水平風速場の精度検証  
 
5.3.1 水平風速場の時系列とデュアル解析風との定性的比較  
 図  5-19，および図 5-20 はそれぞれ，15 時  13 分，および  16 時  13 分における
拡張  VVP 法とデュアル解析による推定水平風速場を  2， 3， 4，および  5 km 高度














 一方，図 5-21 は高度  3 km における推定結果の時系列変化を比較したものである．


















































































































図 5-19 推定水平風速場の比較（ 15:13，左：拡張 VVP 法，右：デュアル解析）  
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10 m/s
3 km 高度 
10 m/s
4 km 高度 
10 m/s
















































図 5-20 推定水平風速場の比較（ 16:13，左：拡張 VVP 法，右：デュアル解析）  
2 km 高度 
3 km 高度 
4 km 高度 
5 km 高度 


















































図 5-21 推定水平風速場の比較（ 3 km 高度，左：拡張 VVP 法，右：デュアル解析） 
15 時 03 分 
拡張 VVP 法 デュアル解析 
10 m/s
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5.3.2 定量的な精度検証  
 拡張  VVP 法による風をデュアル解析風と定量的に比較する上で，両者の空間ス
ケールを合わせる必要がある．そこで，定量的な比較を行うために，デュアル解析
による風を，各格子点を囲む  16 km ×  16 km の領域で平均化して比較に用いる．比
較は高度  1～ 5 km（ 500 m 間隔）に対して行い，風の東西方向成分 U と  南北方向成
分 V について，バイアスと Root Mean Square Error（RMS Error）を算出する．  
 表  5-1 は，2003 年 8 月 25 日  14 時  43 分から 18 時  23 分まで  10 分おきに行っ
た風速場の推定結果を用いて，各高度の統計値を示したものである．全期間におけ
る解析結果が統合されている．高度  4 km より高い高度において，相対的に精度が




い鉛直流を伴っているため，影響が顕著になりやすい．その他については，高度  1 km 
における東西方向成分の  RMS Error については低いスコアが示唆されているが，お
おむねバイアスの絶対値は  2 m/s 以内，RMS Error が  4 m/s 以内となっている．  
 














一方，図  5-22 は，高度  4 km 以低の高度における両手法の比較散布図をそれぞれ
の速度成分に対して示したものである．多少ばらつきはあるものの，大きなバイア
スのない対応関係にある．また，図 5-23 は同じ散布図であるが，オリジナルの  VVP 
法とデュアル解析による結果を比較したものである．ここで，「オリジナル」とは，
動径速度の平滑化や拡張  VVP 法特有のアルゴリズムを用いていないことを指す．
ただし，VVP 推定後，周辺の推定風速との乖離が大きい風速を異常値として除去す
るチェックは拡張 VVP 法と同様に行った．図 5-22 と比較した結果，拡張したアル
ゴリズムは，非線形性の強い事例に対して顕著な改善効果をもたらしていることが











1.0 km 1.5 km 2.0 km 2.5 km 3.0 km 3.5 km 4.0 km 4.5 km 5.0 km ALL
高度
-2.30 -0.95 -0.82 -1.15 -1.26 -1.41 -1.84 -2.36 -2.85 -1.68
4.16 2.96 2.77 2.79 3.03 3.26 3.76 4.44 4.99 3.68
0.91 0.65 0.97 1.44 1.49 1.27 1.17 0.82 0.37 1.04
2.38 2.56 2.44 2.76 2.94 3.13 3.16 3.49 3.85 3.10




























図 5-23 オリジナル手法とデュアル解析結果との比較（左：U 成分，右：V 成分）  
 
5.3.3 拡張  VVP 法による推定風速場のデータ同化に向けて  














RMS Error：3.21 m/s 
EVVP = 0.27 + DUAL * 0.82
相関係数：0.67 
バイアス：1.20 m/s 
RMS Error：2.87 m/s 
EVVP = 1.31 + DUAL * 0.92 
相関係数：0.57 
バイアス：0.70 m/s 
RMS Error：4.32 m/s 
EVVP = 2.12 + DUAL * 0.84
相関係数：0.64 
バイアス：1.19 m/s 
RMS Error：4.23 m/s 







測値を用いた  VVP 法は広く利用されている．しかし，この手法は風速場の線形モ
デルを基礎としているため，非線形性の強い豪雨事例に対する適用性には限界があ




を基準として，この拡張  VVP 法の性能を評価した．その際，２台の研究用レーダ
ーを用いた同期観測を実施し，デュアル解析手法も新たに構築した．  
その結果，拡張  VVP 法は元来の  VVP 法より高い適用性を有することが明らかと
なった．線形モデルを基礎としているのもかかわらず，強い収束，上昇気流，そし





的情報が望まれることを第３章や第４章において述べたが，拡張  VVP 法はこの必
要性に応えられるものと期待できる．  
 






 地表面（海面）上における正確な水粒子の終端落下速度  vt  [m/s] の測定は，Gunn 
and Kinzer (1949)10) によってなされ，今日でも頻繁に用いられている． Atlas and 
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Du Toit (1969)8) の手法によって補正して用いられる．以下，代表的な Z-vt  関係式に
ついて概説する．水粒子に対しては，以下の四つの式がよく参照される．  
Atlas  et al. (1973)2)  
 
 
 Joss and Waldvogel (1970)11) 
 
 
 Rogers (1964)21) 
 
 
 Sekhon and Srivastava (1971)24) 
 
 
ここで， ρ0，および  ρ はそれぞれ，地表，および上空の対象高度における空気密度
であり，Foote and Du Toit による補正手法に用いられる．なお，標準大気に対して，
約  2.5 km 高度では＋ 10 %，約  4.5 km 高度では＋ 20 %の補正になる（ Sauvageot 
(1992)22)）．図 A-1 はそれぞれの式をプロットしたものである．選択によっては最
大  2 m/s 程度の差が生じ，レーダー反射因子値が小さいほどより差は大きくなる．  
 次に，雪粒子については，Sekhon and Srivastava (1970)23) による式が代表的である．
図 A-2 はこの式をプロットしたものである．水粒子の場合と比較すると，同じレー












図 A-1 種々の粒径分布に対するレーダー反射因子－終端落下速度関係（水粒子）  
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図 A-2 レーダー反射因子－終端落下速度関係（雪粒子）  
 
 このように，終端落下速度の推定において，粒子の種類や選択する式によっては
最大数  m/s の差異が生じることがわかった．このような差異が鉛直速度の推定誤差
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1) レーダー反射因子値の（電磁気学的な）観測精度  
2) 仮定すべき降水粒子の粒径分布や降水粒子の種類  
における不確実性が存在し，降水量や降雨量の定量性に関する議論を難しくしてい
る．本章はこのうち， 1) の問題を研究の対象とする．  
 実例として，第４章において適用対象とした米国の  NEXRAD では，実際に２つ
のレーダーから同じ距離に存在する降水を観測した際，得られるレーダー反射因子
値がレーダー間で大きく異なる場合があるとされている（ Smith et al. (1996)10)，
Anagnostou et al. (2001)1)）．この一因として，いわゆるレーダー方程式内のレーダー
定数がレーダーごとに正確に同定されていないことを挙げ（Smith et al. (1996)10)），






























TRMM PR  
 気候変動やその予測には特に熱帯地域を中心とした地球規模での降水を把握する
ことが必要であるという考えのもと，宇宙開発事業団（現，宇宙航空研究開発機構）
と  NASA との共同プロジェクト  TRMM が推進されている． 1997 年  11 月の打ち
上げ以降，当初予定した寿命を越えて，現在においても観測データが供給され続け
ている．TRMM 衛星の軌道は太陽非同期円軌道であり，１日に地球を  16 周回し，
日本本土上空には１日に２回通過する．  
 本章では，搭載されている５つのセンサーのうち TRMM PR を用いる．PR の






れている  Iguchi and Meneghini (1994)6) に基づいたハイブリッド補正手法は高性能
な地上設置型レーダーとの比較において，その有効性の高さが実証されている．以
下，この補正済みデータのことを  PR データと呼ぶ．  
 TRMM PR 観測値の信頼性については，PR のシステムにおける安定なキャリブレ
ーションだけでなく，実フィールドにおける観測データとの高い対応関係が多くの
研究によって示唆されている．まず，PR の高精度なキャリブレーションとその安定
性については  Kawanishi et al. (2000)7)によって，アンテナ特性を含めたレーダーシス
テム全体については  Kumagai et al. (1995)8) によって実証されている．Anagnostou et 
al. (2001)1) は ， 最 先 端 の 技 術 が 集 約 さ れ て い る  NCAR (National Center for 
Atmospheric Research) の  S-band 偏波レーダー  S-Pol による観測値との比較を行い，
両データの差は約  1 dB であり，時間推移も±0.8 dB の範囲内であるとしている．
Bolen and Chandrasekar (2000)3) は，同じ  NCAR S-Pol を用いた検証を行い，各水平
面で平均したレーダー反射因子値の鉛直プロファイルにおいて，両データの差は  1 
dB 以内と結論づけている．降水量の差として，この差は比較的小さいといえる．ま
た，他の地上設置型レーダーを用いた  PR 観測値の検証においても，両データの高
い相関関係が示されている（Schumacher and Houze (2000)11)，Liao et al. (2001)9)）．
本論文は，衛星観測に伴う不確定性要因は認識しつつも，以上の検証に関わる研究
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成果は  PR 観測値やハイブリッド補正手法の信頼性を支持しているものとみなし，
逆に  PR データを基準として多くの地上設置型レーダーの観測精度に関する検証を
行うという立場をとる．  
 最後に，気象庁レーダーによる観測値との比較を行うための  PR データの作成に
ついて，以下の２点を述べる．まず，PR は宇宙空間から鉛直直下（ nadir）を中心と












 それぞれのレーダーサイトにおいて，19 仰角を用いた３次元観測が 10 分  1 サイ
クルで行われている．それぞれの仰角観測に対してデータが存在するが，提供され
ているデータの位置は既に座標変換されており， (x ,y ,e)（ x，および  y  は，レーダー
サイトからの東西，および南北方向の距離， e  は仰角を表わす）形式で与えられて
いる．このデータの水平方向の分解能は  2.5 km であり，500 km 四方の可変領域 2 に
対して値が格納されている．  





 観測データが位置する空間的な格子系は地上レーダーと  PR とで全く異なってい
る．そのため，両データを比較するには，ある共通した格子座標系における比較ポ
イントでの両データの値を算出する必要がある．そこで，以下のような比較方法を
採用する．本研究では， PR による観測が第２節において述べたように  Vertical 
Pointing であると仮定し，PR データが存在する観測点を比較ポイントとする．すな
わち，比較ポイントにおける気象庁レーダーによる反射因子値を空間内挿により算
出し，両データを比較する．以下，杉本  (2004)13) に従って，それぞれの比較データ
を作成する方法についてより詳細に述べる．  
 気象庁レーダーに対する比較データの作成には２段階の処理を施す．まず，レー
ダーサイトを中心として設定したデカルト座標系における  3 km 高度面に対して，  
                                             
1 衛星の高度変更（ 2001 年 8 月）前は  17 dBZ とされていたが，高度を上げることによって若
干の感度の低下が指摘されている．  













図 6-1 同期観測の一例（単位は  dBZ．左：TRMM PR（ 3 km 高度），右：気象庁室
戸岬レーダー（仰角  0.7°）， 2004 年 4 月 27 日 03:30 頃（日本時間））  
 
気象庁レーダーの観測値（以下，CAPPI: Constant Altitude Plan Position Indicator）を
作成する．この際，座標系の水平格子間隔は  2.5 km とする．また，各格子点値の算
定には，格子点周りに影響楕円体を設け，その中に入る観測データを  Cressman フ
ィルター（Cressman (1959)4))と共に用いる．影響楕円体の水平方向半径の大きさ  RH 
は，PR データの水平分解能と対応させるために  2.5 km とし，鉛直方向半径の大き
さ  RZ は，500 m とした．この場合，算定対象の格子点から距離  Di（  i  は格子点番
号 ) にあるデータの重みは，  
 
 
によって表わされる．ここで，Ri  は  
 
 
として表される．ただし，Ri  が Di  以上になる場合，Wi  は  0 する．また， は  
 
 
である．ここで，xi， yi， zi はそれぞれ，格子点からの相対的なデータの位置を表わ
す．なお，相対位置の算出には，個々のデータのレーダーサイトからの位置（東西，
南北，鉛直方向の距離）を知る必要がある．その計算において，地球の半径を  4/3 倍
した等価半径を用いてビームの湾曲と地球の曲率の効果を考慮する（ Doviak and 
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Cressman フィルターの鉛直方向の影響半径を考慮し， 3 km 高度の上下合わせて５
つのデータを用いた平滑化を行う．ただし，前述のように  18 dBZ 以下の反射因子
値は解析に用いていない．  
 最後に，3 km 高度面における両方のデータを比較する．ここで，比較高度を  3 km 
にした理由として，地表面クラッターの影響がないと考えられる  PR データのみを
鉛直内挿を含めた解析に利用しないといけないこと，ならびに，融解層は散乱形態
が複雑であるのでできる限り避けたいことがある．さらに，融解層より高い層では
融解層より低い層に比べ相対的に反射因子値が低く，PR の最小受信感度（ 18 dBZ）
は比較的高い値であることもあって，結果的に極端に同期データの数が少なくなる．
統計量の信頼性の観点では，比較に用いられるサンプルの数が多いことが望まれる
ため，以上の理由を総合的に考えて  3 km 高度での比較を行うこととした．また，
気象庁レーダーの観測が比較的密に行われている，すなわち，上述の Cressman フィ
ルターの影響半径内に含まれるデータ数が比較的多い領域として，各レーダーサイ
トを中心とした  100 km 四方の領域を比較の対象領域とする．さらに，PR と気象庁
レーダーとでは，観測に用いる電波の波長帯が異なることも考慮しなければならな
い．散乱特性の違いによる影響を小さくするべく，PR データの反射因子値が  20 ～  






 PR，および気象庁レーダーの両方のデータを取得できた  2004 年  4 月  1 日～  




瀬の  12 サイトを対象とする．  






ここで， n  は比較に用いるサンプル数，ZGR，および ZPR はそれぞれ，気象庁レーダ
ー，および  PR データに対する反射因子値である．最終的な統計量を算出するのに，





















的に算定されたσの値が  3.0 dB を越える降水事例に対しては，上記 1)～ 3)の問題を
強く受けているものとみなし考察の対象から除外する．  
 









4.3 各レーダーサイトに対する推定バイアス量の時間的推移  
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活動の激しさや風速の強さを考えれば，（ 4.1  において指摘した）降水システムの立
体的構造の急激な変化が台風ケースでは比較的頻繁に起こっていると推測される．
したがって， 1) 台風接近時以外のジャンプやバイアス傾向の変化が起きる原因，お
よび  2) 両レーダーの観測時刻差がバイアス推定へ及ぼす影響の程度，が明らかにす
べき問題となる．これらについては，第５節にて議論する．  
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えば，2004 年  5 月においては，東京，および名古屋レーダーによる観測値が  PR 観
測値とかなり合致していることが示唆されている．一方，松江レーダーは大きなマ
イナスバイアスを持っている．この傾向は  10 月にも見られる．概して， 6 dB 程度
の範囲内で各レーダーの観測特性が異なっている．一般的に，レーダー反射因子値






















ーにおいて，図 6-3 に示したバイアスの時間推移にレーダーのメインテナンス日 3な
どを併記したものである．メインテナンス日の特定は，観測データ内に格納されて
いる観測モードにおいて， non-operational のフラグが２日以上存在するかどうかで
判断している．注目する観測日についても記した．なお， 2004 年 10 月 31 日夜半
～ 11 月  12 日にかけてデータが欠測であったが， 11 月  12 日のデータにはフラグ
が立っていた．この間に何が起こっていたのかは定かでない．  
 まず，5 月 19 日のジャンプについては，まさに機器メインテナンス中の観測に起
こっていた．また， 9 月  23 日の観測を最後にバイアス傾向が変化している点につ
いては，9 月  24 日と 25 日にメインテナンスが行われていた．さらに，2 月  15 日
を境にバイアス傾向が変化する点についてもまさにこの日にメインテナンスが行わ  
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図 6-5 レーダーメインテナンスのタイミングとバイアス傾向の変化の関係  
 
れていた．これらのタイミングは偶然であるとは言い切れない．  














刻から  10 分間後のデータを使った際の散布図を示したものである．  




























































0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50
TRMM PR 2A25 (dBZ)
Granule ID: 39481 





























0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50
TRMM PR 2A25 (dBZ)
Granule ID: 39481 




















いる，衛星搭載型降雨レーダー  TRMM PR によるレーダー反射因子を用いた比較に
より，地上設置型レーダーによる反射因子値のバイアス量を推定する手法を構築し
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    する枠組みの構築と適用 
 
第１節 背景と目的  
 
 わが国は国土が海域によって囲まれており，海上で発生・発達し，到来する降水








量性が高いことから，Chen et al. (2004)1) はハリケーンの進路予測を向上させるべく，
メ ソ 気 象 モ デ ル  MM5 の ３ 次 元 同 化 シ ス テ ム  MM5 3-D Var に 対 し て ， SSM/I




（ 1 日先と 12 時間先の）予測結果を  NMC 法に適用して得られた気候学的な誤差情
報であり，そのような気候学的統計量はそれぞれの降水イベントに適応しないこと
は明らかである（第３章や第４節を参照）．すなわち，構築した  SSM/I データの同
化ルーチンに問題があるというよりも，むしろ誤差情報に問題がある可能性が高い．
他には，Koizumi and Sato (2004)4) が，TMI（TRMM Microwave Imager）による観測








ては，各 GPS 衛星と地上受信機との間の視線方向の水蒸気遅延量（SWD; Slant-Path 
Wet Delay）の同化について，Ha et al. (2003)2) は，MM5 4-D Var を用いた  OSSE に
よる結果をもとにその有効性と可降水量の同化に対する有利性を示した．Seko et al. 
(2004)7) は，実際のデータと同化のための観測演算子を  MSM 4-D Var に適用し，下
層水蒸気量の修正とそれに伴う予測降水量の改善に  SWD の同化が寄与することを
示唆した．しかし，SWD の同化研究の範囲は実験的なものにとどまっており，本論
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 本章の目的は，わが国をフィールドとし，衛星観測値としての TMI 輝度温度デー
タを主に，気象庁が運用しているノンコヒーレントレーダーによるレーダー反射因
子値やウィンドプロファイラによる水平風データ，および国土地理院が運用してい
る  GPS 観測値から推定された可降水量データを共に同化できる枠組みを構築し，豪
雨事例への適用を通して，枠組みそのもの，ならびにそれぞれの観測データの有効
性を評価することである．データ同化の枠組みは第３章や第４章と同様に  WRF 3-D 
Var システムを基礎として構築する（杉本  (2007)12)）．適用する豪雨事例として，














2.1 TMI による輝度温度 
 
 TMI によって観測された輝度温度値は，TRMM Version 6 プロダクトにおけるレ
ベル  1B11 データから抽出した．TMI は５周波（ 10.65 GHz，19.35 GHz，21.3 GHz，
37 GHz，および 85.5 GHz） /２偏波（水平・垂直）（ただし， 21.3 GHz は垂直偏波
のみ）の受動型マイクロ波放射計である．レベル  1B11 データには，高分解能（ 85.5 
GHz）データに対して  4 km 間隔，低分解能データに対して  8 km 間隔で輝度温度デ
ータが格納されている．そのため，高分解能データについては， 1 データ分，間引
いて同化に用いる．図 7-1 に  85.5 GHz （垂直偏波）データの一例を示した．  
 TMI で用いられているマイクロ波の波長帯は  SSM/I のそれを全て含むことから，
SSM/I データとモデル変数との間の関係を表現した放射伝達モデル（Petty (1990)6)）
を観測演算子として採用した．したがって，TMI の  10 GHz 帯のデータは利用して
いない．  
















図 7-1 TMI による観測輝度温度（軌道番号  32351， 85.5 GHz（垂直偏波））  
 
用したものと同じである．彼女らの研究との相違点は，気象モデルと同化システム






の妥当性は  Chen et al.  により示されている．  
 ところで，一般的に，陸上，ならびに降水域におけるマイクロ波放射計による観
測の定量性は，海上・無降水域に比べ低いとされている．それゆえ，レベル  2A12 デ
ータにおいて提供される  4 km 分解能（高分解能データと同じピクセル）の陸域 /海
域データベースを用いて陸域データを特定し，Petty モデルから推定された鉛直積算
雲水量が  0.5 mm を越えた場合は降水域データであるとみなし，これらのデータは
同化の対象から除いている．  
 観測誤差に対しては，観測演算子による変換誤差を考慮して，5 K（ 19 GHz 帯），
6 K（ 21 GHz 帯）， 7 K（ 37 GHz 帯）， 9 K（ 85 GHz 帯）のように設定している．  
 
2.2 気象庁レーダーによるレーダー反射因子  
 
 図 7-2 に気象庁レーダーを含む，同化の対象としている地上リモートセンシング
測器の観測点を示した．計算領域内に，福岡，種子島，ならびに松江の３サイトが
含まれている．レーダーデータの仕様ついては第６章の第２節を参照されたい．た
だし，同化システムに対する入力データを作成する際，観測値の水平分解能が  2.5 km 
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ている．また，第３章において展開した手法では，雨水による反射因子値のみしか
同化できないため，高度  4.5 km 以低の反射因子値を同化の対象とする．なお，対象
とする降水事例が起こった日から半月前までの降水事例のうち，TRMM PR と同期観
測した事例については，第６章にて構築した比較手法を用いてバイアス推定を行っ
た．その結果，全てのレーダーサイトに対して観測値に  5 dBZ 上乗せするように補
正を行い，同化に用いた．  
 観測演算子や観測誤差については第３章における扱いと同様にした．すなわち，































図 7-3 気象庁レーダーによって観測されたレーダー反射因子分布  



























2.3 気象庁ウィンドプロファイラによる水平風  
 
 気象庁は， 1.3 GHz 帯ウィンドプロファイラによる観測を  2001 年 4 月から展開
しており，観測網は  WINDAS と呼ばれている．この測器は，基本的に対流圏中層か
ら下層にかけての水平風の鉛直プロファイルを観測できる全天候型の測器である．
加藤ら  (2003)11) は，システムの信号処理を中心に  WINDAS の詳細を解説している．









2.4 国土地理院  GPS による可降水量  
 
 国土地理院が国内に展開している  GEONET による観測値に  RT-NET ソフトウェ
ア（ Iwabuchi et al.  (2005)3)）を用いて推定した可降水量を同化に用いた．RT-NET は
リアルタイム解析が行える点が  GIPSY など他の有力な解析ソフトウェアに比べ有




る．この際，WRF モデルの地形標高と実際の  GPS 観測点の標高差を考慮している．
観測誤差に対しては，過去のラジオメータなどとの比較から見積もった値として，
一律  1.5 mm とした．  
 
第３節 2003 年水俣豪雨に対する適用  
 




発達域が天気図における前線位置のやや南側（温暖側）に位置している．2003 年  7 
月  19 日  18Z（世界標準時）から  20 日  06Z までの１時間毎のレーダーアメダス解















図 7-4 気象庁天気図       図 7-5 静止気象衛星画像  
























            図 7-6 気象庁レーダーアメダス解析雨量の時系列分布  
               （ 2003 年  7 月  19 日  18Z ～  20 日  06Z）  
 
 
3.2 WRF モデルのセットアップ，ならびに背景誤差共分散情報の推定  
 
 九州から近畿を含む領域（図 7-2 参照）を計算領域とし，WRF モデル（Version 2.1）
18Z, July 19, 2003 19Z, July 19, 2003 20Z, July 19, 2003 21Z, July 19, 2003 
22Z, July 19, 2003 23Z, July 19, 2003 00Z, July 20, 2003 01Z, July 20, 2003 
02Z, July 20, 2003 03Z, July 20, 2003 04Z, July 20, 2003 05Z, July 20, 2003 
06Z, July 20, 2003 
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を用いた計算を行う．計算領域や物理オプションなどに関わる情報を表 7-1 にまと
めた．ここで，初期・境界条件に用いている  NCEP Final Analysis のデータについて，
その水平解像度は  1°（約  100 km），解析時間間隔は  6 時間となっている．  
 
















 図 7-6 に示される降水パターンを予測するべく，同化実験おける同化期間を  2003 
年  7 月  19 日  14Z から  18Z までとする．そこで，第４章と同様に，最近の  24 時
間先予測値と 12 時間先予測値を用いた  NMC 法により背景誤差共分散情報の領域
平均統計量を計算する．すなわち， 24 時間先予測における計算の初期時刻を  7 月  









3.3 事例解析の概要  
 
４つの同化実験を行い，同化を行わないケース  ”CONTL” の結果と比較する．４
つの同化実験の違いは同化する観測値の違いであり，以下のようにまとめられる．  
ケース  “TMI_WPR”：TMI 輝度温度とウィンドプロファイラ水平風の同化  
ケース  “GPS_WPR”：GPS 可降水量とウィンドプロファイラ水平風の同化  
ケース  “RAD_WPR”：レーダー反射因子値とウィンドプロファイラ水平風の同化  





Pressure on a top level
























WRF Single-Moment scheme 6































重要であったという結果を考慮したことと，ケース  “CONTL” の結果において降水
バンドの位置が北よりのバイアスを呈していた（後述）ことによる．それぞれのケ














図 7-8 同化実験における時間スケジュール  
 
 同化ケースでは，同化期間を  2003 年  7 月  19 日  14Z から  18Z までとし，同化
期間終了後の  3-D Var 解析値を用いた  12 時間先（ 20 日  06Z）までの予測を行う．
そこで，まず，2003 年  7 月  19 日  12Z を初期時刻とした  WRF モデルによる計算  
（ケース  “CONTL”）を始める．2 時間後の  14Z の時点において，ケース  “CONTL” 
は計算を止めることなく， 20 日  06Z までモデルによる計算を続ける．  
一方，同化ケースでは， 14Z におけるケース  ”CONTL” による計算結果を第一推
Jul. 19, 2003











定値とした同化を行い，3-D Var 解析値を得る．さらに，その解析値を初期値とした  
WRF モデルによる計算を次の同化時刻まで行い，計算結果を第一推定値とした２回
目 の デ ー タ 同 化 を 行 う ． こ れ を 最 後 の 同 化 時 刻 で あ る  18Z ま で 続 け る ． こ れ
は， ”Cycling 3-D Var” と呼ばれるアプローチであり，同化期間内の観測値が全てあ
る１時刻に観測されたものと仮定して，別途算定した降水システムの移動速度を用
いたモデル空間の修正を行うといった種の  3-D Var 手法とは異なる．採用したアプ
ローチは一種の４次元的な同化を行うため，上記の仮定や修正を必要としない．  
 
3.4 ケース  “CONTL” における降水予測結果  
 
 データ同化を全く行わない，ケース  “CONTL” における  6～ 18 時間先（ 19 日  18Z 
～  20 日  06Z）までの降水予測結果として，1 時間積算降水量分布を図 7-9 にて示し
た．図 7-6 における解析雨量分布との比較において，予測結果には４つの問題点が



























図 7-9 ケース  “CONTL” による降水予測結果（ 19 日  12Z 計算開始）  
6-h forecast 7-h forecast 8-h forecast 9-h forecast 
10-h forecast 11-h forecast 12-h forecast 13-h forecast 











3.5 データ同化によるモデル変数の修正量  
 
 同化に用いた観測値から考えて，データ同化により修正される主なモデル変数は，
TMI 輝度温度，もしくは  GPS 可降水量の同化による水蒸気量，ウィンドプロファ
イラ水平風の同化による風速場，レーダー反射因子値の同化による温位と雨水混合
比である．このうち，モデル可降水量，水平風速，および温位の修正量について考
察する．そのために，同化期間終了時（ 19 日  18Z）におけるケース  “ALL” とケー




る．これらの海上における水蒸気分布の修正は基本的に  TMI データの同化による．
ここで，上述にて指摘した，ケース  “CONTL” における３つ目の問題，すなわち過
剰な降水量が九州中部から四国沖にかけて予測される問題については，東シナ海上
における湿潤な大気が流入し続けた結果起こったものと考えられる．図 7-11 はケー





















































図 7-12 大気下層におけるモデル変数の修正例  
（左：水平風速（レベル  5），右：温位（レベル  3）， 19 日  18Z）  
 
3.6 各観測値の同化が降水予測に及ぼすインパクト  
 
 モデル変数が 3.5  のように修正された結果，降水予測がいかに向上するかについ
て定性的に議論する．図 7-13，図 7-14，図 7-15，および図 7-16 は，同化ケー
(m s - 1 )  
(m s - 1 )  
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ス  ”TMI_WPR”，”GPS_WPR”，”RAD_WPR”，および  ”ALL” それぞれにおける  1 時
間先（ 19 日  19Z），2 時間先（ 19 日  20Z），および  4 時間先（ 19 日  22Z）～ 12 時
間先（ 20 日  06Z）（ 2 時間おき）の予測結果を当該時刻のレーダーアメダス解析雨
量，ならびにケース  “CONTL” による解析・予測結果と比較したものである．  
 まず， 1 時間先（ 19 日 19Z）の予測分布図からは，全ての同化ケースにおいて，
ケース  “CONTL” の予測結果における１つ目の問題である，スピンアップ問題が軽
減されている．その中でも，GPS 可降水量の同化は陸上での降水分布の再現性，レ
ーダー反射因子の同化は観測域内の降水の定量性向上に寄与している．ケース  
“TMI_WPR” における結果から，1 時間先予測においては，TMI データの同化がやや
過剰な降水量の予測につながっていることがわかる．また，TMI 輝度温度に加えて
レーダー反射因子値の同化を行うと定量的に改善されていることがケース  “ALL” 
の結果から理解できる．これは，レーダー反射因子値の同化による温度のリトリー




19 日  22Z 頃まで見られる水俣地方での降水量のピークは，ケース  “GPS_WPR” 以
外で対応する降水が再現されているが，改善の余地が大きい．  
 一方，4 時間先（ 19 日  22Z）までの予測結果を見る限り，ケース  “CONTL” に見
られる降水域の北寄りバイアスは改善されている．これは，図 7-12 にて示した水平
風の収束位置の南下と対応しており，ウィンドプロファイラ観測値の同化の効果で
あると考えられる．ケース  “ALL” や  “TMI_WPR” といった  TMI 輝度温度データを
同化したケースにおいて，東シナ海から降水が到来するパターンとタイミングの再
現性が著しく改善され，ケース  ”CONTL” の予測結果における２つ目の問題が軽減
されている．さらに，過剰な降水量が九州から四国沖に予測されるという３つ目の




 TMI 輝度温度のデータ同化の効果は対象としている  12 時間先まで持続している．
しかし，海上での降水の立ち上がりや広がり方には依然として改善の余地がある．
例えば， 19 日  22Z あたりから韓国チェジュ島付近で発達し，到来する降水域の広
がりを予測できていない点がそれにあたる．市成  (2006)9) は，黒潮に沿った海域で
の対流雲の発達に海面からの熱・水蒸気フラックスと海上風の収束が重要な役割を
果たしていることを船舶や  QuikSCAT 観測値の解析などから示した．今回観測演算
子として用いた  Petty モデルは，海水温や海上風に対しても  TMI 輝度温度と関連














































図 7-13 １時間降水分布図（左：解析雨量，中：同化なし，右：ケース  “TMI_WPR”） 
19Z, July 19, 2003 
(1-h forecast) 
20Z, July 19, 2003 
(2-h forecast) 
22Z, July 19, 2003 
(4-h forecast) 
00Z, July 20, 2003 
(6-h forecast) 
02Z, July 20, 2003 
(8-h forecast) 
04Z, July 20, 2003 
(10-h forecast) 











































図 7-14 １時間降水分布図（左：解析雨量，中：同化なし，右：ケース  “GPS_WPR”） 
19Z, July 19, 2003 
(1-h forecast) 
20Z, July 19, 2003 
(2-h forecast) 
22Z, July 19, 2003 
(4-h forecast) 
00Z, July 20, 2003 
(6-h forecast) 
02Z, July 20, 2003 
(8-h forecast) 
04Z, July 20, 2003 
(10-h forecast) 











































図 7-15 １時間降水分布図（左：解析雨量，中：同化なし，右：ケース  “RAD_WPR”） 
19Z, July 19, 2003 
(1-h forecast) 
20Z, July 19, 2003 
(2-h forecast) 
22Z, July 19, 2003 
(4-h forecast) 
00Z, July 20, 2003 
(6-h forecast) 
02Z, July 20, 2003 
(8-h forecast) 
04Z, July 20, 2003 
(10-h forecast) 











































図 7-16 １時間降水分布図（左：解析雨量，中：同化なし，右：ケース  “ALL”）  
19Z, July 19, 2003 
(1-h forecast) 
20Z, July 19, 2003 
(2-h forecast) 
22Z, July 19, 2003 
(4-h forecast) 
00Z, July 20, 2003 
(6-h forecast) 
02Z, July 20, 2003 
(8-h forecast) 
04Z, July 20, 2003 
(10-h forecast) 
06Z, July 20, 2003 
(12-h forecast) 
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 ま た ， ケ ー ス  “RAD_WPR” で は  6 時 間 先 予 測 （ 20 日  00Z ） か ら ， ケ ー ス  
“GPS_WPR” では  4 時間先予測から，ケース  “CONTL” における予測結果の３つ目
の問題の兆候が現われ，それ以降の予測ではケース  “CONTL” と似た予測結果にな
っている．このことは，適用事例において，地上リモートセンシングデータの効果





 定量的なスコアを用いて以上の議論について再確認する．図 7-17 は，１時間降水
量予測に対するスコア（Root Mean Square Error (RMSE)，スレットスコア，およびバ
イアス）を示したものである．気象庁レーダーアメダス解析雨量を比較の基準とし
て用いた．まず，RMSE やバイアススコアには，6 時間先を越えるリードタイムにお
い て 顕 著 な 効 果 が  TMI デ ー タ を 同 化 し た ケ ー ス に 見 ら れ る ． ま た ， ケ ー ス  
“CONTL”， ”GPS_WPR”，および  ”RAD_WPR” におけるバイアススコアが，リード
























図 7-17 １時間降水量の予測に対するスコア  









































































対して一定の効果が見られる．特に，ケース  ”RAD_WPR” では，温度のリトリーバ
ル効果により予測の定量性が大きく改善されている．また，TMI データに加えてレ
ーダーや  GPS による観測値を同化することがもたらす効果（リードタイム  1，3，4 
時間先）も示唆されている．結果的に全てのスコアを考慮すれば，全てのデータを
同化することが最善であるといえる．  








第４節 結語  
 
WRF 3-D Var を基礎として，さまざまなリモートセンシング測器による観測値を
共に同化できる枠組みを構築した．この枠組みを  2003 年水俣豪雨へ適用し，枠組
みそのもの，ならびにそれぞれの観測値の有用性について評価した．その結果，以
下の知見が得られた．  








ファイラ水平風，および  GPS 可降水量においてもそれぞれ，同化による温位，風，
および水蒸気量の修正を通して，降水予測の精度向上に寄与しうる．   
 いずれの観測値の同化実験においても，メソ気象モデル特有のスピンアップ問題
を軽減できており，結局，全種類のデータを同化することが最善であった．これら
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 第３章では，メソ気象モデルである  WRF モデルの３次元変分法に基づくデータ
同化システム  WRF 3-D Var を基礎として，ドップラーレーダー観測値のデータ同化
手法を展開した．本同化手法の特徴は，複数台のレーダーからの観測値を扱うこと
ができ，動径速度値のみならず，レーダー反射因子値の同化を行える点にある．本
手 法 の 性 能 は ， シ ミ ュ レ ー シ ョ ン デ ー タ を 用 い た  Observing System Simulation 
Experiment （OSSE）を通じて，モデル変数のリトリーバル精度とそれに伴う短時間
降水予測へのインパクトという点において定量的に評価された．その結果，対流ス


















らない３つの課題として， 1) 下層の水蒸気場のリトリーバルが困難であること， 2) 
氷や雪を考慮できる微物理モデルを導入すべきこと， 3) 大気の流れ場に沿ったモデ
ルの誤差構造を推定できるようにしなければならないことを指摘した．  
















風速場の線形モデルを仮定した  VVP（Volume Velocity Processing）法に比べ，非線
形性の強い現象に対する適用性を高めた拡張  VVP 法を開発した．２台のドップラ
ーレーダーによる同期観測データから解析（デュアル解析）された３次元風速場を
基準として，この拡張  VVP 法の性能を評価した．その際，２台の研究用レーダー
を用いた同期観測を実施し，デュアル解析手法も新たに構築した．  
その結果，拡張  VVP 法は元来の  VVP 法より高い適用性を有することが明らかと
なった．線形モデルを基礎としているのもかかわらず，強い収束，上昇気流，そし





的情報が望まれることを第３章や第４章において述べたが，拡張  VVP 法はこの必
要性に応えられるものと期待される．  




ている，衛星搭載型降雨レーダー  TRMM PR によるレーダー反射因子を用いた比較
により，地上設置型レーダーによる反射因子値のバイアス量を推定する手法を構築








違は最大約  6 dB にも達しており，気象庁レーダー網による観測値をデータ同化す
るには，少なくともレーダー間のバイアス特性の違いをなくすための補正が必要で
あることが明らかとなった．  
第７章では，WRF 3-D Var を基礎として，さまざまなリモートセンシング測器に
よる観測値を共に同化できる枠組みを構築した．この枠組みを  2003 年水俣豪雨へ
適用し，枠組みそのもの，ならびにそれぞれの観測値の有用性について評価した．





展に向け，観測演算子や  WRF モデルにおける海面からの熱・水蒸気フラックスの
予測スキームを洗練する必要性がある．  
一方，地上リモートセンシング観測値である，レーダー反射因子，ウィンドプロ
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